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はじめに

本年度は，第 3期中期目標・中期計画の最初の年であり，「京都大学の改革と将来
構想（WINDOW構想）」を着実に実現するために策定された「京都大学重点戦略アク
ションプラン（2016-2021）」によって，今後 6年間に亘って大学が重点的に取り組む
事業が示された．概算要求や全学経費，総長裁量経費，等については，基本的にこの
方針に則した提案が優先的に採択され，予算措置される．本研究科においても，これ
を踏まえた上で，教育・研究・社会貢献の立場から行動計画および 2021 年までの年
度計画を策定しており，それに沿って毎年の進捗状況を管理することとなる．
本年度から「学域・学系制」が取り入れられ，教員の人事・評価は教育研究活動と
別の組織で行われる。この変更に伴って，多くの規定が修正，追加されたが，昨年度
の議論により本研究科は学系と一体の組織とされたので，実質的な運用についてはほ
とんど変化しない。
本研究科は 1996 年 4 月に設置されて昨年でちょうど 20 年が経過し，今年度の 9月

にはこれを記念して全学経費の支援を受け，エネルギー科学教育国際ワークショップ
を開催した．さらに，11 月には大学の国際化推進の方針に則って，第 24 回京都大学
国際シンポジウムを中国浙江大学において開催したほか，昨年度に引き続きウィン
ターセミナーを企画し，1月には東南アジアの各大学から 25 名の学生を招いて，エ
ネルギー科学関連の講義とグループ討論およびエネルギー施設の見学旅行，等を実施
し，本学学生との交流も行った。そのほか，短期交流学生も多く受け入れており，と
くに 7月にはチェンマイ大学の学部学生 10 名がインターンシップで各研究室に配属
され，約 4週間の期間に亘って研究活動を経験するとともに研究室の学生と交流した
これらの国際化に関連した活動のほか，エネルギー科学研究科では本年度も，教育
研究，入試，制規，財政，広報，基盤整備に関する様々な活動・事業を，所掌する各
委員会を中心に実施・展開してきた．この自己点検・評価報告書では，本年度の教育・
研究・社会貢献に対する多くの成果のほか，基盤となる安心・安全な環境確保のため
の危機管理体制の整備・ルールやマニュアルの作成と学生を含む構成員全員への周知，
研究における不正行為・研究費の不正使用の事前防止活動の実施，さらに建物問題・
基盤整備，など本年度に展開した事業内容が記されている．例年の通り，関連事項を
所掌する委員会・事務部署にてデータ収集と分析を分担・執筆いただいた．
本報告書の目的は，本年度の諸活動を取りまとめて確認し，次のステップへの課題
を明確化するとともに，新たな展開を目指す基礎とすることであり，まさに PDCA
サイクルを実行するための規範とするものである．さらに，当該年度における研究科
の活動を整理して記録し，データとして保存することも重要である．しかし，これま
では発行期日の関係で一部の項目では年度末までのデータが適切に反映されていな
かった．そこで今後は，発表論文は 12 月 31 日まで，それ以外の項目は出来る限り 3
月 31 日までのデータを掲載し，翌年度に印刷することとした．なお，修了生の就職
先については確認作業が遅れるため，やむを得ず前年度のデータとなる．本報告書の
内容を今後の活動に活かし，研究科のさらなる発展が望まれる．

エネルギー科学研究科
自己点検・評価委員会
委員長 塩路 昌宏
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第 1章 平成 28年度の自己点検・評価における重点的取組み

本章では，第 3期中期目標・中期計画の始まりとなる平成 28 年度に，本研究科自
己点検・評価委員会が行った自己点検・評価活動の経緯と，その重点的取組みを概説
する．

1.1 平成 28 年度の自己点検・評価活動の経緯
平成 28 年度の自己点検・評価活動は，本研究科自己点検・評価委員会規程に定め

る委員構成として，これまでと同様に研究科長を委員長に，評議員，全学自己点検・
評価実行委員会委員，4専攻長，事務長に加え，研究科長の指名するものとして基盤
整備委員会委員長，教育研究委員会委員長，将来構想委員会委員長，財政委員会委員
長，国際交流委員会委員長，入試委員会委員長，制規委員長，広報委員長，先端エネ
ルギー科学研究教育センター長を委員として実施した．
平成 22 年度に第 2期中期目標・中期計画期間が始まって以来，それに対する毎年
度の進捗状況を年度途中と年度末の 2回，上記メンバーを中心にまとめて大学に報告
する作業を行っている．各種委員会委員長は入試委員長を除き一昨年度から引き続き
3年間お勤めいただいたこともあり，大きな支障なく進捗状況管理を実施できた．本
報告書には，主にそれに沿って行った平成 28 年度での活動が記述されているほか，
それ以外の取組みや毎年残しておかなければならないデータが記載されている．

1.2 本年度の重点的取組み
本年度も，多くの国際化推進事業に取り組んだ．国際エネルギー科学コース IESC
については，入学者募集，選抜試験，英語科目のカリキュラム整備，講義・修了研究
の実施・評価を継続的に推進している．本年度からは博士後期課程にエネルギー応用
科学専攻も参画した．様々な国際交流活動の効果もあって対外的にもかなり定着して
応募者が増加し，審査及び諸手続きの結果，本年度は修士課程 6名，博士後期課程 5
名が入学した．
大学支援による国際化の取り組みとしては，平成 28 年 9 月 5～6 日の 2日間，百周

年時計台記念館国際ホールにおいて，エネルギー科学教育国際ワークショップを開催
した．エネルギー科学の学位プログラムを実施している海外から約 20 名が参加し，
学生のリクルート，アドミッション，カリキュラム，学位授与，修了生の進路などに
おける様々な課題や取り組みについて，本研究科教員と意見を交換した．また，今後
の継続的なエネルギー科学教育のワークショップ開催やコンソーシアム設立の可能性
を議論するとともに，国際共同研究や共同学位プログラムの構築をテーマにパネル
ディスカッションを実施した．共同学位プログラムの締結に関しては学内で先陣を
切って推進しており，ダブルディグリー取得を目指す学生が，既にマラヤ大学やチュ
ラロンコン大学で約 1年間の学修・研究を行い，来年度にはマラヤ大学から 3名の学
生を受け入れる予定である．さらに，ボルドー大学および浙江大学とも同様のプログ
ラムの協定締結を目指して交渉中である．
そのほかの国際交流イベントとして，第 24 回京都大学国際シンポジウムとウィン
ターセミナーを実施した．前者は，農学研究科と共同して 11 月 5 日～6日に中国浙
江大学において開催し，エネルギー科学および農業科学に関する最近の研究成果紹介
のほか，学位協定や学生交流に対する今後の取り組みについて情報および意見を交換
した．また，平成 29 年 1 月 9 日～21 日の期間，昨年度に引き続き世界展開力強化事
業「人間の安全保障開発連携教育ユニット」（ASEAN対象プログラム）と連携してウィ
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ンターセミナーを開催した．東南アジアの各大学から 25 名の学生を招き，エネルギー
科学関連の講義とグループ討論およびエネルギー施設の見学旅行，等を実施し，本学
学生との交流も行った．
これらの国際化に関連した活動のほか，教育研究関連では，シラバス，カリキュラ
ムマップ，科目ナンバリングの整備や共通教育に関連する研究科横断科目・統合系科
目の提供，GPA制度導入の検討，授業アンケートの実施・分析，3つのポリシー（ア
ドミッション，カリキュラム，ディプロマ）の見直し，等を実施した．入試関連とし
ては，例年と同様に各専攻で独自の実施時期・回数を設定し，問題作成・検討・実施
に際してマニュアルに沿った慎重な対応により，本年度も問題は生じなかった．ただ
し，本年度は修士課程合格者の辞退が予想を上回り，社会・環境科学専攻と変換科学
専攻で 2次募集を実施することとなった．最近の他大学での状況を考慮して，来年度
以降の適切な対応を検討する必要があろう．
また最近，博士後期課程に受験・進学する学生が減少し，定員充足率を大きく下回
ることが問題となって，一昨年以来，「博士後期課程についての検討会」を立ち上げ
て様々な改革案を検討・実施してきた．DC学生の配属数に応じて所属研究室へ支給
するインセンティブ経費の増額により，運営費交付金の当初配当はかなり傾斜配分さ
れることとなり，さらに学生支援制度の創設・整備によるRA経費給付，奨学金返済
免除の優遇措置，等により修士課程修了学生の進学を支援する．その他の提案につい
ても，今後とも継続して検討を進め，博士後期課程への進学を奨励する必要があろう．
なお，博士後期課程学生定員の充足率は昨年度は約 0.74，本年度は 0.6 と推移してい
る．
さらに，これまで教員の人事と教育研究活動は一元的に部局（教育研究組織）におい

て行われてきたが，2016 年 4 月から「学域・学系制」が導入され，教員の人事・評
価は学系と呼ばれる組織により，部局（教育研究組織）から分離して行われる事となっ
た．そのため，関連する多くの規定が新規に策定されるとともに，以前の研究科の規
定が改正された．これにより，本学における教員人事の一層の透明性と公平性を図り
つつ，部局の枠を越えた新学術分野の創出とそれに伴う機動的で効果的な組織再編を
促すことが期待されている．さらに，類似の学術分野を対象とする複数の学系を学域
という組織で括り，互いの学系間での人事動向を確認しつつ，より流動的でフレキシ
ブルな人事運用を促している．ただし，本研究科は新しく組織されたエネルギー科学
系と一体としたので，会議体名称と教員選考委員会構成が若干異なるものの，当面は
実質的な変化はほとんどない．
さらに，昨年度までで研究科スペースの再配置がほぼ終了し，教育研究の推進を図
るための共用スペースを含めて，各分野で使用する建物・部屋が確定した．これを受
けて，電気・ガス・水道の使用状況を定期的に確認するとともに，所属する教員のみ
ならず学生に対するエネルギー使用削減の意識向上を狙って，建物ごとの電気・ガス・
水道の使用状況をホームページ上に掲載し，4半期ごとを目途に更新して安全衛生委
員会で確認していく事となった．
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第 2章 組織と施設の現状

2.1 教育研究組織
2.1.1 運営組織
平成 28 年度におけるエネルギー科学研究科の教職員構成は，表 2.1 に示すように
なっている．エネルギー科学研究科は，エネルギー社会・環境科学，エネルギー基礎
科学，エネルギー変換科学，エネルギー応用科学の 4つの専攻から成り，エネルギー
理工学研究所，原子炉実験所，人間・環境学研究科の協力のもとに，基幹講座 22 分
野，協力分野 17 分野で構成されている．専攻を横断する研究科附属施設として平成
17 年に設置した先端エネルギー科学研究教育センターは，プロジェクト申請，大型
設備や共通施設の効率的管理，産官学連携活動など，研究科の教育，研究のアクティ
ビティーの向上，社会的な貢献に寄与する事業等の推進を任務としている．教育研究
を支援するために総務掛，教務掛よりなる事務部が置かれている．さらに，エネルギー
科学研究科を始めとする 4研究科および 4センターの 8部局の共通的な事務事項につ
いては，総務課および経理課から構成される本部構内（理系）共通事務部にて事務処理
を行う体制となっている．

教員については，上表の定員内の教員以外に，任期付きの特定教員として，プロジェ
クト関係で助教 2名が在籍している．

2.1.2 実施体制
研究科長は研究科を統括し，事務長は事務部を統括し，4つの専攻は専攻長が総括
する．研究科長および教育研究評議会評議員は，それぞれ科長候補者選考規程，評議
員の選出の関する申し合わせに基づき投票により選ばれる．研究科長の指名により研
究科長を補佐する副研究科長 1名を，任期期間内に置く．基幹講座，協力講座教授よ
りなる研究科会議，基幹講座教授よりなる教授会では，研究科会議規程，教授会内規
で定められた事項について審議する．専攻長は，当該専攻の推薦に基づき，教授会に
おいて選考される．専攻長は，当該専攻の管理運営，教務等に係る事項を司るととも
に，研究科長，評議員，各専攻長よりなる専攻長会議にて，専攻長会議内規に定めら

表 2.1 平成 28 年度エネルギー科学研究科定員現員表
（平成 29 年 3 月 31 日現在）

教職員の別 職 区 分 定員 現員

教 員

教 授 基 幹 22 19
協 力 16 16

准教授 基 幹 21 19
協 力 15 16

講 師 基 幹 1 0
協 力 0 2

助 教 基 幹 13 10
協 力 17 14

計 基 幹 57 48
協 力 48 48

一 般 職

技術職員 3 3

事務系
定員内 6 6
特定職員 1
非常勤 29
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れた事項について審議する．研究科の各専攻を横断する共通的審議事項は，研究科に
設けられた 17 の委員会が行い，またそれぞれの委員会は表 2.2 に示す事項について
審議する．先端エネルギー科学研究教育センター長は，その運営委員会の推薦により，
研究科教授会が指名する．
研究科の教育研究および管理運営上にまたがる恒常的な基盤業務を実施する各種委
員会は，表 2.2 に示すとおりである．

表 2.2 各種委員会とその審議事項等

委 員 会 名 審 議 事 項 主たる
所掌掛

制 規 委 員 会
（1）諸規則の制定・改廃に関すること
（2）研究科会議及び教授会から付託された事項
（3）その他研究科長が諮問する事項

総務掛

入 試 委 員 会
（1）入学試験に関すること
（2）研究科会議及び専攻長会議から付託された事項
（3）その他研究科長が諮問する事項

教務掛

基盤整備委員会
（1）図書室の管理運営に関すること
（2）情報通信システムに関すること
（3）自己点検・評価に関すること
（4）その他研究科長が諮問する事項

総務掛

教育研究委員会

（1）教務に関すること
（2）学部兼担に関すること
（3）教育制度に関すること
（4）学生の進路に関すること
（5）FDに関すること
（6）研究科会議，教授会及び専攻長会議から付託された事項
（7）その他研究科長が諮問する事項

教務掛

国際交流委員会

（1）国際交流に関すること
（2）留学生に関すること
（3）研究科会議，教授会及び専攻長会議から付託された事項
（4）その他研究科長が諮問する事項

教務掛

財 政 委 員 会
（1）概算要求に関すること
（2）予算に関すること
（3）その他研究科長が諮問する事項

総務掛，
本部構内（理
系）共通事務
部経理課予算・
決算掛

将来構想委員会
（1）研究科の将来構想に関すること
（2）施設・設備の整備に関すること
（3）寄附講座に関すること
（4）その他研究科長が諮問する事項

総務掛

広 報 委 員 会

（1）ホームページに関すること
（2）公開講座に関すること
（3）広報の発刊に関すること
（4）和文，英文パンフレットに関すること
（5）その他研究科長が諮問する事項

総務掛

兼業審査委員会 （1）兼業に関すること

総務掛
本部構内（理
系）共通事務
部総務課人事・
給与・共済掛
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平成 28 年度において，上記委員会が開催した委員会は下記のとおりである．
【制規委員会】4/20（メール審議），5/24，6/28，1/26
【入試委員会】4/26，6/2，6/30，8/18，8/26，9/30，11/17，12/15，1/12，2/10，2/22（メール審議）
【基盤整備委員会】4/16＊，7/15＊，9/15＊，12/15， 12/27＊ ＊（メール審議）
【教育研究委員会】5/11，7/20，10/7，11/29，12/5（メール審議），12/27，1/18（メール審議），2/27
【国際交流委員会】4/19，6/15，10/4＊，10/26，1/18＊，1/21＊ ＊（メール審議）
【財政委員会】6/30，10/7，12/27，3/17（メール審議）
【将来構想委員会】10/28（拡大），12/20（メール審議）
【広報委員会】4/21，8/24（メール審議），1/18（メール審議）
【自己点検・評価委員会】1/12
【附属先端エネルギー科学研究教育センター運営委員会】5/23（メール審議），7/7，2/9
【安全衛生委員会】4/7，5/6，6/2，7/7，9/1，10/6，11/2，12/1，2/2，3/2

注）主たる所掌掛：エネルギー科学研究科の当該掛

外部資金等受入
審査委員会

（1）受託研究，民間等共同研究（研究員のみの場合を含む．）
及び寄附金の受入れ並びに学術指導の実施（以下「外部
資金等」という．）に関する事項

総務掛
本部構内（理
系）共通事務
部経理課外部
資金掛

人 権 委 員 会

（1）人権問題等が生じた場合の救済・再発防止策等の対処に
関すること

（2）人権問題等の防止に関する啓発活動
（3）ハラスメント専門委員会への調査・調停の依頼
（4）調査委員会の設置
（5）調停案の作成及び調停の実施
（6）調査・調停結果の関係者への報告
（7）相談員への指導・助言
（8）その他人権問題等に関し必要なこと

総務掛

自己点検・評価
委員会 （1）自己点検・評価の実施 総務掛

情報セキュリ
ティ委員会 （1）研究科における情報セキュリティに関する事項 総務掛

附属先端エネル
ギー科学研究教
育センター運営
委員会

（1）センターの運営に関する事項 総務掛

放射線障害防止
委員会 （1）放射性同位元素等による放射線障害防止に関する事項 総務掛

寄附講座運営委
員会 （1）寄附講座の設置・改廃及び運営に関し必要な事項 総務掛

安全衛生委員会

（1）教職員の危険及び健康障害を防止するための基本となる
べき対策に関すること

（2）労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること
（3）教職員の健康の保持増進を図るために基本となるべき対

策に関すること．
（4）定期巡視に関すること
（5）安全衛生管理計画の策定
（6）安全に関する手引書の作成
（7）前各号に掲げるもののほか，教職員の健康障害の防止及

び健康の保持増進に関する重要事項
（8）高圧ガス，毒物，劇物，自家用電気工作物，核燃料物質

及び化学物質の管理に関すること

総務掛
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2.1.3 教育活動運営体制
専攻長会議の下に教育研究委員会が設置され，本委員会で教務全般に関する事項（学

修要覧，ファカルティデベロップメント，カリキュラム，ガイダンスや修了関係行事
等）について審議がなされ，そこでの決定事項に基づき研究科の教育活動の運営が教
育研究委員会と教務掛の連携により行われている．教育研究委員会は 4専攻からの委
員より構成され，各委員が所属専攻の意見や情報を集約した上で審議を行う体制に
なっており，効率的な運営が行われている．
当研究科では英語開講科目のみで修了要件を満たす単位修得が可能となる国際エネ
ルギー科学コース（IESC : International Energy Science Course）が開設されている．
昨年度からは，IESC の博士後期課程についてはエネルギー応用科学専攻も参画する
こととなった．

2.2 教員の任用と配置
教員の任用と配置は，本年度から学域・学系において所掌・管理し，新たな人事案
件は自然科学域・エネルギー科学系で選考・審議する事となった．ただし，エネルギー
科学系は本研究科と構成員が同一であり，当面はこれまで通り，教育研究活動に最適
な人材をポストに応じて推薦される．本年度に実施した教員選考では，学系の教員選
考手続内規に基づいて分野の専門性や将来展望などを考慮した公募選考が行われた．
また，新しく制定された内規では，選考委員会は委員 5名程度で組織し，学系会議
構成員 1名以上と研究科の教員 2名に加え，他学系に所属する者 1名以上を委員とす
ることとされている．ただし，教授選考以外では他学系委員の参加を適用しないこと
ができる．なお，学内の教職員の定員の削減方針に従い，本年度 1ポイントの要求に
1.2 ポイント（教授 1名相当）を削減しており，来年度初めの 1ポイントの削減要求に
対しては，0.8 ポイント（助教 1名相当）の削減で対応しても構わない．今後とも教職
員の定員削減の実施が求められるなか，再配置定員や卓越研究員制度などを利用して
任期なし教員の任用が望まれる．

2.3 財 政
2.3.1 運営方法
財政の運営については，研究科の教授会，専攻長会議，各種委員会などと連携し，
財政委員会において研究科共通経費の使途や予算の決定，各分野への運営費の配分な
どを行っている．
一昨年度から経理事務が完全に本部構内（理系）共通事務部に移行し，事務体制が改
編されて，業務の合理化に向けた取組みが順調に推移してきた．今後も，引き続き事
務作業の合理化の見直しを行うことにより，一層の合理化を推し進めるという努力が
望まれる．また，昨年度，実情に即した「エネルギー科学研究科 研究科共通経費に
係る申し合わせ」を新たに策定し，制規委員会で審議の上，教授会においても承認を
得た．本年度もこの申し合わせに則り，研究科共通経費について適正に取り扱った．
なお，本年度は，電力経費削減に向けてより一層の省エネ化を促進できるように，
平成 28 年 10 月に実施した省エネ点検により回収した分野別省エネ点検チェックシー
トをエネ科として集計し，以下のように図式化し，省エネに対する構成員の意識向上
に資した．

2.3.2 博士後期課程学生の充足率向上に向けた財政的取組み
本研究科に設置した「博士後期課程についての検討会」から諮問を受け，博士後期

－７－― 7 ―



課程の充足率向上の一環として，博士後期課程学生が在籍する分野への傾斜配分とし
てのインセンティブ経費の見直しについて審議した．その結果，これまで 15 万円/1
人/1 年であったが，これを 20 万円/1 人/1 年に引き上げる旨，上記検討会に上申し，
昨年度から上記引き上げを実施した．
博士後期課程学生の経済的支援として，博士後期課程学生支援制度を立ち上げ，本
年度から実施し，支援対象者 2名に支給した．併せて，同制度に係る平成 29 年度以
降の予算額についても審議し，以下の方針を定めた．
1. 支援学生一人当たりの上限額は，月額 5万円，年間 55 万円とする．
2. 毎年度の支援対象者は概ね 4名とする．
3. 平成 29 年度以降の本制度に係る予算額は，原則，220 万円もしくは支援を行う
年度の前年度間接経費見込額（12 月末現在）の 10％（10 万円未満切捨て）を比較し，
いずれかの低い方の額を採用することとする．

4. 平成 29 年度以降は，上記 1～3により対応するものとするが，予算状況等を勘案
のうえ，必要に応じ，見直しを行うものとする．

2.3.3 外部資金等の受入れとその使途
エネルギー科学研究科では，研究・教育活動の発展のために対外的にも活発な活動
を実施している．具体的には，各種学会活動，出版，特許，報道などによる研究成果
の公表，そして国内外の各種教育機関，研究機関，政府，自治体，企業などとの教育

表 2.2 各種委員会とその審議事項等
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研究を目的とした連携などを進めている．そして，優れた研究・教育活動の経費獲得
のために，これらの多様な連携を活用した外部資金の増加も図っている．
平成 28 年度に外部資金として受け入れた資金の内訳は，平成 29 年 3 月 31 日現在

で，受託研究 20 件（総額 432,473,358 円），共同研究 33 件（総額 56,788,360 円），科学
研究費補助金 48 件（総額 112,866,971 円）および寄附金 14 件（総額 10,150,000 円）の合
計 115 件 612,278,689 円となっている（本年度契約プロジェクトについての集計値）．
前年度は合計 133 件 494,010,616 円を受け入れており，本年度は件数では減少してい
るものの，受入額では大幅な増となっている．本年度の受入額は，受入額が多かった
一昨年度の合計 513,829,301 円をも上回っている．また，この他の補助金として，個
人受入等補助金 3件（JSPS 外国人研究者招へい事業，京都発革新的医療技術研究開発
助成事業）合計 2,290,000 円を受け入れている．なお，上述の外部資金の一部について
は，研究科共通の施設や研究設備の整備などにも使われている．特に科学研究費補助
金および受託研究の間接経費を研究科共通経費の歳入項目の 1つに充てている．

2.4 情報基盤の整備と活用
昨年度までに，研究科の教育・研究施設の総合研究 10 号館，11 号館，12 号館，13
号館への集約が完了した．また，ほぼすべての講義室，演習室に天吊り型プロジェク
タを整備し，講義や学生の発表などで活用できるようにし，総合研究 10 号館のセミ
ナー室 2部屋に無線 LANを整備した．
講義室・会議室・セミナー室などは，積極的に利用されている．研究科のホームペー
ジにおいてオンライン予約システムを運用しており，各部屋の設備状況とともに利用
状況が閲覧できる．
研究科の教育研究活動についての情報として，カリキュラムや研究内容などをホー
ムページに掲載している．また，本研究科の研究活動の情報発信をさらに促進する為，
研究科のホームページから京都大学教育研究活動データベースにアクセスできるよう
にリンクを整備している．

2.5 先端エネルギー科学研究教育センターの取組み
当センターは研究科の施設，設備，人的資源，資金等をより柔軟で機動的，効率的
に運用し，研究教育活動を推進することを目的として設置されたものである．今年度
においては，下記の活動を行った．
・ センターに技術職員を配置し，衛生管理補助者とし，共用スペースの安全衛生管
理，研究環境の保全を一括して行える体制を整えた．

・ 昨年度に引き続き，研究科の共用スペースの見直しおよび環境整備を行い，利用
希望の調査を行い，共用スペースの効率的運用を行った．

・「エネルギー科学研究科附属先端エネルギー科学研究教育センター内規」および
「エネルギー科学研究科共用スペースの使用要項」を改定し，外部資金によるプ
ロジェクトの支援を明確にするとともに，共用スペースの環境に応じた使用料金
の設定，環境整備の経費負担，返還時の原状回復規定などを定めた．

・ ホームページの情報・リンク先の更新を随時行い，本部構内（理系）URA室との
連携を強化するとともに，共同利用設備の利用の促進に務めた．

・ 総合校舎連絡協議会に参加し，工学部総合校舎の共同管理，管理費予算，執行，
決算，緊急連絡網などについて協議を行った．

－９－― 9 ―



2.6 産学連携講座
平成 16 年 12 月の教授会において，エネルギー科学に関連した産学連携活動を行う
ために，研究科内措置として産学連携講座を設置することを決定し，その設立趣旨に
沿って従来各専攻に割り当てられた客員講座に関するローテーションを整理して，民
間以外にも，特に産学連携活動に貢献できる人材に対しては産学連携講座を兼任でき
ることとした．本年度の産学連携講座の教員は，エネルギー応用科学専攻・先端エネ
ルギー応用学講座の楠敏明准教授（㈱日立製作所研究開発グループ）およびエネルギー
変換科学専攻・先進エネルギー変換講座の中園徹教授（ヤンマー㈱中央研究所）である．
さらに，産業界・官界からの講師（ヒューマンインタフェース論：大林史明氏（パナソ
ニック㈱），大気環境科学：南齋規介（国立環境研究所），産業倫理論：川島さやか氏，
糸井陽平氏（以上，旭化成㈱），原子力プラント工学：大城戸忍氏（日立GEニューク
リア・エナジー㈱）による講義を開講するなど，産学連携により，教育の一層の充実
を図った． 注（ ）内は，採用時の勤務先．

2.7 建物・設備
昨年度末までの，キャンパス内建物の耐震補強工事終了と医学部構内先端科学研究
棟の研究スペース返還により，ほぼ本部構内の再配置が完了し，本年度始めには多く
の建物の名称が変更された，エネルギー科学研究科が仕様する建物では，工学部 1号
館，6号館，11 号館，2号館が，それぞれ総合研究 10 号館，13 号館，11 号館，12 号
館と改められた．大学全体にみても建物の新築や大規模改築は当面控えられ，今後は
大学の行動計画としての「インフラ長寿命計画」に基づき，教育研究に支障なく総費
用が抑えられる「改修を主とした試算」が採用されることになる．
また，エネルギー科学研究科の所管する建物・施設のうち，各分野に割り当てられ
たスペースを除く研究科共通スペースは，昨年度に引き続き先端エネルギー科学研究
教育センターの管理の下に運用され，プロジェクト対応部屋として公募による有効利
用が図られている．

2.8 事務部の体制
エネルギー科学研究科では，事務長，総務掛，教務掛から構成されるエネルギー科
学研究科事務部，およびエネルギー科学研究科を始めとする 4研究科および 4セン
ターの 8部局の共通的な事務事項については，総務課および経理課から構成される本
部構内（理系）共通事務部にて事務処理を行う二重の事務室体制となっている．
これは 3年前から進められた大学全体の事務改革の結果であり，いずれの部局も部
局独自の事務をスリム化し，同キャンパス内の複数部局を担当する共通事務部に仕事
を集約させて，事務の効率化を図ったものである．本研究科はそれ以前より情報学研
究科および地球環境学堂との三研究科共通事務部を経験しており，他の部局に比べて
ドラスティックな変更は少ないものの，教育・研究のサポート体制が弱体化しないよ
う，今後も注意していく必要がある．

2.9 同和・人権問題およびハラスメント対策
京都大学には，人権委員会があり，同委員会を中心に，研修会，講義等による人権
問題に関する教育，ならびにこれらの問題が生じた場合の対応等に当たっている．エ
ネルギー科学研究科においても平成 21 年度よりエネルギー科学研究科人権委員会を
発足するとともに，「エネルギー科学研究科人権委員会およびハラスメント相談窓口
に関する内規」により人権委員会の構成と職務，およびハラスメント相談窓口の構成
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と業務を定め，セクシャル・ハラスメント，アカデミック・ハラスメント，パワー・
ハラスメントなどに関する相談，カウンセリング等の業務を行っている．上記専門委
員会との連携により，相談窓口業務のさらなる充実・整備を図り，人権問題やハラス
メントに関する意識改善に努めるとともに，問題が生じた場合の対応について周知徹
底し，相談者が相談，基本的人権等の問題の解決に取り組みやすい環境の整備を行っ
ている．また，本研究科教員が行うヒトを対象とする研究について，これまでは他部
局に倫理審査を依頼していた．しかし，今後は検討が必要となった時点で専攻長会議
の構成員から成る倫理委員会を立ち上げ，本研究科で対応することとし，そのための
倫理審査委員会規程の作成を来年度の制規委員会に依頼することとした．

2.10 情報セキュリティに係わる取組み
情報セキュリティに関しては，全学の情報セキュリティ方針に従い，研究科内の情
報セキュリティ委員会が中心となって取り組んでいる．本年度は，国の管理方針改訂
に伴い全学のガイドライン，マニュアル，インシデント対応，等が見直され，「部局
情報セキュリティポリシー実施手順書」の作成が依頼されていたが，本研究科をはじ
め多くの部局で対応できておらず，本部で作成される雛形を参考にして，来年度での
作成が求められている．本年度も，ウィルスに感染する可能性のあるWebサイトへ
の不正アクセスおよび P2P 接続の安全確認の通知はなく，セキュリティは確保され
ていたと判断できる．また，情報セキュリティ e-learning の受講，偽装メールに対す
る対策強化，SNS・クラウドサービス利用ガイドの活用，および全学に設置される情
報セキュリティインシデント対応チーム（CSIRT，Cサート）への対応が求められてい
る．

2.11 安全対策
事故の防止，安全対策については，安全衛生委員会が中心となって実施しており，
毎月 1回実施する委員会において，研究科内巡視状況や有用薬品・有機廃液外部委託
処理，等の管理・運用に関する確認を行っている．とくに，本年度は，4部局合同防
火・防災等訓練が実施され，緊急連絡訓練，非常参集訓練，部局対策室設営訓練等が
行われた．また，危機管理計画（地震編）における対応状況を確認・議論し，一時集合
場所を本部構内正門前広場に変更するなどの改善を行った．さらに，海外渡航時およ
び本邦滞在中の外国人留学生等の事件・事故・災害等発生時の連絡フロー図について
議論し，今後，本部と連携して対応することとなった．

2.12 研究公正
「STAP細胞」事件に代表される研究活動における不正行為が社会的に大きく取

り上げられ，研究活動の公正性の確保がより一層強く求められるようになっている．
そこで，文部科学省において「研究活動における不正行為への対応等に関するガイド
ライン」が平成 26 年 8 月に全面改正されて平成 27 年 4 月 1 日より適用となり，平成
27 年度当初予算以降における予算配分により行われる全ての研究活動が対象となっ
た．当該ガイドラインにおいては平成 27 年 3 月 31 日までをガイドライン適用のため
の集中改革期間とされており，京都大学においては平成 27 年 3 月に「京都大学にお
ける公正な研究活動の推進等に関する規程」が制定され，引き続き，規程第 7条第 2
項の研究データの保存，開示等について定める件が平成 27 年 7 月に研究担当理事裁
定制定され，研究公正部局責任者及び監督者等は研究データの保存方法，その管理等
の方針及び保存計画について，平成 27 年度に定められた．これを受けて，本研究科
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でも京都大学大学院エネルギー科学研究科における研究データの保存方法，その管理
等の方針及び保存計画の取扱いに関する内規を平成 27 年度に制定した．さらに，今
年度本内規に基づき各分野及びプロジェクトごとに具体的な研究データ保存計画を作
成した．
一方，学生の研究活動に関する公正性の確保では，今年度「京都大学研究公正アク
ションプラン」に基づき，研究公正の基本事項に関して対面でチュートリアルを行う
「対面型研究校正チュートリアル」を在籍する全学生について実施した．具体的には，
教育研究委員会が研究公正チュートリアルのテキストを作成し，そのテキストを学生
に熟読させるとともに，原則として指導教員が 1対 1から 1対 3人まででその内容に
関する質疑応答を行うことで研究公正への理解の促進と定着を図るものである．各学
生の受講状況は記録され，修士論文・博士論文の審査時に研究公正チュートリアル受
講の有無をチェックする．今年度はこのチュートリアルを全学生に実施したが，今後
の新入生に関しては入学後 3ヶ月以内を目途に研究室ゼミ等で実施していく予定であ
る．
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第 3章 教育活動の現状

3.1 学生の受入
3.1.1 入学者受入方針
下記に定めるアドミッション・ポリシーに基づいて，学生のリクルートおよび入学
試験を実施している．アドミッション・ポリシーは京都大学のホームページ，および
研究科ホームページに記載されている．

（http : //www.kyoto-u.ac.jp/ja/education/admissions/grad/policy/inene.htm より）

【参考】研究科の理念（http : //www.energy.kyoto-u.ac.jp/about/rinen.html より）
エネルギー科学研究科は，エネルギー持続型社会形成を目指して，理工系に人文社
会系の視点を取り込みつつ学際領域としてエネルギー科学の学理の確立をはかり，地
球社会の調和ある共存に寄与する，国際的視野と高度の専門能力をもつ人材を育成する．

3.1.2 入学試験制度と実績
上述のアドミッション・ポリシーに基づき，各専攻において 8月，9月に実施され
る入学試験に対する入試説明会を行った．特に，エネルギー社会・環境科学専攻，エ
ネルギー基礎科学専攻においては複数回の説明会を実施するとともに，エネルギー社
会・環境科学専攻においては東京においても実施するなど，広く募集を宣伝するとと
もに，受験生が分野を選び易いように情報提供に心がけた．本年度行った専攻別入試
説明会をまとめて示す．
専攻別入試説明会
エネルギー社会・環境科学専攻 2016年 5 月14日 本部キャンパス

2016年 5 月21日 東京オフィス
エネルギー基礎科学専攻 2016年 4 月16日 東京オフィス

2016年 4 月24日 本部キャンパス
2016年 5 月28日 本部キャンパス
2016年 9 月 3 日 本部キャンパス

エネルギー変換科学専攻 2016年 4 月27日 本部キャンパス

アドミッション・ポリシー
エネルギー科学研究科が望む学生像
エネルギーの確保並びに環境の保全は，人類の持続的な発展のための最も重要な
課題です．エネルギー科学研究科は，エネルギー・環境問題を解決するため，工学，
理学，農学，経済学，法学などの多岐にわたる学問領域を結集して，世界に先駆け
て創設されました．エネルギー科学研究科は，エネルギーを基盤とする持続型社会
の形成を目指して，理工系に人文社会系の視点を取り込みつつ，エネルギー科学の
学問的な発展をはかり，地球社会の調和ある共存に寄与する，国際的視野と高度の
専門能力をもつ人材を育成することを理念としています．
エネルギー科学研究科は，上記の理念のもとに学部や大学，学生や社会人，国内
や国外を問わず，次のような入学者を求めています．
・エネルギー・環境問題の解決に意欲を持つ人
・既存概念にとらわれず，創造力にあふれる個性豊かな人
・新しい学問・研究に積極的に挑戦する人
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エネルギー応用科学専攻 2016年 6 月28日 本部キャンパス

以下に，本年度の入学試験実施状況について述べる．まず，修士課程については以
下の日程で入学試験を行った．なお，エネルギー基礎科学専攻では 2回に分けて入学
試験を行った．
加えて，4月入学を対象に，エネルギー社会・環境科学専攻が 2016 年 12 月 13 日
にエネルギー変換科学専攻が 2017 年 2 月 7 日にそれぞれ第 2次試験も実施した．
・エネルギー社会・環境科学専攻（2016 年 8 月 8 日）
・エネルギー基礎科学専攻（2016 年 8 月 22 日【第一回】，9月 26 日【第二回】）
・エネルギー変換科学専攻（2016 年 8 月 8，9 日）
・エネルギー応用科学専攻（2016 年 8 月 8，9 日）

筆記試験については各専攻で問題作成・試験実施のチェック体制を整えて実施した．
実際には出題ミスは無く，問題に関する補足説明が複数発生したが，適切な措置を取
り，特に問題なく終了した．
外国人留学生入学試験は，以下の日程で実施した．
・エネルギー社会・環境科学専攻（2017 年 2 月 7 日）
・エネルギー基礎科学専攻（2017 年 2 月 7 日）
・エネルギー変換科学専攻（2017 年 2 月 7 日）
・エネルギー応用科学専攻（2017 年 2 月 7 日）

次に，博士後期課程については，当該年度の 10 月入学と次年度の 4月入学の両試験
を，8月に同時に各専攻において以下の日程で実施した．
・エネルギー社会・環境科学専攻（2016 年 8 月 9 日）
・エネルギー基礎科学専攻（2016 年 8 月 23 日）
・エネルギー変換科学専攻（2016 年 8 月 10 日）
・エネルギー応用科学専攻（2016 年 8 月 10 日）

加えて，4月入学を対象に，2017 年 2 月 8 日に第 2次試験も実施した．

エネルギー応用科学専攻を除く 3専攻で実施している英語コース，すなわち国際エ
ネルギー科学コース（IESC）の入学試験については，以下のように修士課程は 10 月入
学（Cycle II）のみ，博士後期課程は 4月入学（Cycle I）と 10 月入学（Cycle II）の二つの
応募のサイクルを設け，それぞれ実施した．
・国際エネルギー科学コース（博士後期課程，4月入学：Cycle I）
2016 年 7 月 5 日願書締切，遠隔面接，9月 2日結果発表

・国際エネルギー科学コース（博士後期課程，10 月入学：Cycle II）
2017 年 2 月 1 日願書締切，遠隔面接，4月 7日結果発表

・国際エネルギー科学コース（修士課程，10 月入学：Cycle II）
2017 年 2 月 1 日願書締切，遠隔面接，4月 7日結果発表

入学試験は，修士課程または博士後期課程への応募者について，書類選考および面接
選考により行った．

また，本年度より，ダブルディグリー制度にもとづいた修士学生の受け入れ選考を，
国際エネルギー科学コース（IESC）の入学試験（書類選考および面接選考）に準拠して
実施した．
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以下に，入試の実績をまとめて示す．表 3.1 に修士課程の専攻別学生定員充足率，
表 3.2 に博士後期課程の専攻別学生定員充足率を示す．平成 28 年度は，修士課程で
は収容定員に対して 100％に僅かに満たない専攻があったが，全体として定員充足率
100％以上で学生を受け入れている．
一方，博士後期課程では全体として 70％強の定員充足率であった．表 3.3 に平成 27
年度における国内の他大学出身者の受入状況を示す．また，国際エネルギー科学コー
ス（IESC）の受験者，合格者，入学者数を表 3.4 に示す．表 3.5 に平成 27 年度の留学
生の受入状況を示す．特に優秀な学生を世界各国から受け入れるため，引き続きTA
や RA制度など留学生支援体制と教育・指導体制の改善・整備・充実に努め，きめ細
かく対応できるよう努力している．国際エネルギー科学コース（IESC）の受入数は留
学生全体の 40％を占めている．

表 3.1 修士課程の専攻別学生定員充足率
（平成 19 年 5 月 1日現在）

（平成 20 年 5 月 1日現在）

（平成 21 年 5 月 1日現在）

（平成 22 年 5 月 1日現在）

（平成 23 年 5 月 1日現在）

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 58 57 87.9
エネルギー基礎科学専攻 74 78 105.4
エネルギー変換科学専攻 34 47 138.2
エネルギー応用科学専攻 52 47 90.4

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 58 52 89.7
エネルギー基礎科学専攻 74 68 91.9
エネルギー変換科学専攻 34 46 135.2
エネルギー応用科学専攻 52 47 90.4

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 58 57 98.3
エネルギー基礎科学専攻 79 70 88.6
エネルギー変換科学専攻 42 47 111.9
エネルギー応用科学専攻 60 53 88.3

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 58 63 108.6
エネルギー基礎科学専攻 84 76 90.5
エネルギー変換科学専攻 50 50 100.0
エネルギー応用科学専攻 68 66 97.1

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 58 66 113.8
エネルギー基礎科学専攻 84 91 108.3
エネルギー変換科学専攻 50 55 110.0
エネルギー応用科学専攻 68 72 105.9
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（平成 24 年 5 月 1日現在）

（平成 25 年 5 月 1日現在）

（平成 26 年 5 月 1日現在）

（平成 27 年 5 月 1日現在）

（平成 28 年 5 月 1日現在）

表 3.2 博士後期課程の専攻別学生定員充足率
（平成 19 年 5 月 1日現在）

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 58 59 101.7
エネルギー基礎科学専攻 84 97 115.5
エネルギー変換科学専攻 50 52 104.0
エネルギー応用科学専攻 68 70 102.9

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 58 58 100.0
エネルギー基礎科学専攻 84 94 111.9
エネルギー変換科学専攻 50 53 106.0
エネルギー応用科学専攻 68 70 102.9

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 58 55 94.8
エネルギー基礎科学専攻 84 93 110.7
エネルギー変換科学専攻 50 58 116.0
エネルギー応用科学専攻 68 71 104.4

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 58 56 96.6
エネルギー基礎科学専攻 84 93 110.7
エネルギー変換科学専攻 50 57 114.0
エネルギー応用科学専攻 68 69 101.5

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 58 59 101.7
エネルギー基礎科学専攻 84 101 120.2
エネルギー変換科学専攻 50 47 94.0
エネルギー応用科学専攻 68 70 102.9

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 36 36 100
エネルギー基礎科学専攻 51 36 70.6
エネルギー変換科学専攻 24 8 33.3
エネルギー応用科学専攻 36 10 27.8
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（平成 20 年 5 月 1日現在）

（平成 21 年 5 月 1日現在）

（平成 22 年 5 月 1日現在）

（平成 23 年 5 月 1日現在）

（平成 24 年 5 月 1日現在）

（平成 25 年 5 月 1日現在）

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 36 38 105.6
エネルギー基礎科学専攻 51 33 64.7
エネルギー変換科学専攻 24 14 58.3
エネルギー応用科学専攻 36 10 27.8

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 36 30 83.3
エネルギー基礎科学専攻 46 33 71.7
エネルギー変換科学専攻 20 15 75.0
エネルギー応用科学専攻 31 10 32.3

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 36 34 94.4
エネルギー基礎科学専攻 41 31 75.6
エネルギー変換科学専攻 16 19 118.8
エネルギー応用科学専攻 26 13 50.0

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 36 32 88.9
エネルギー基礎科学専攻 36 31 86.1
エネルギー変換科学専攻 12 20 166.7
エネルギー応用科学専攻 21 13 61.9

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 36 30 83.3
エネルギー基礎科学専攻 36 34 94.4
エネルギー変換科学専攻 12 25 208.3
エネルギー応用科学専攻 21 14 66.7

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 36 27 75.0
エネルギー基礎科学専攻 36 32 88.8
エネルギー変換科学専攻 12 20 166.6
エネルギー応用科学専攻 21 11 52.4
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表 3.5 平成 28 年度の留学生の受入状況

（平成 26 年 5 月 1日現在）

（平成 27 年 5 月 1日現在）

（平成 28 年 5 月 1日現在）

表 3.3 平成 28 年度の他大学出身者の受入状況

表 3.4 平成 28 年度国際エネルギー科学コース（IESC）受験状況

注）M : 修士課程，D : 博士後期課程

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 36 24 66.7
エネルギー基礎科学専攻 36 29 80.6
エネルギー変換科学専攻 12 11 91.7
エネルギー応用科学専攻 21 12 57.1

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 36 26 72.2
エネルギー基礎科学専攻 36 31 86.1
エネルギー変換科学専攻 12 13 108.3
エネルギー応用科学専攻 21 10 47.6

専 攻 名 収容定員
（a）

収容数
（b）

定員充足率（％）
（b）/（a）×100

エネルギー社会・環境科学専攻 36 24 66.7
エネルギー基礎科学専攻 36 35 86.1
エネルギー変換科学専攻 12 10 83.3
エネルギー応用科学専攻 21 6 28.6

専 攻 エネルギー
社会・環境

エネルギー
基礎

エネルギー
変換

エネルギー
応用 計

他大学出身者 10 22 8 3 43
課程別内訳 M（10），D（0） M（22），D（0） M（8），D（0） M（2），D（1） M（42），D（1）

専 攻 エネルギー
社会・環境

エネルギー
基礎

エネルギー
変換 計

志願者数 29（M18 D11） 14（M10 D4）
合格者数 9（M6 D3） 9（M6 D3） 6（M2 D4） 24（M14 D10）
入学者数 6（M4 D2） 4（M3 D1） 2（M0 D2） 12（M7 D5）

専 攻 エネルギー
社会・環境

エネルギー
基礎

エネルギー
変換

エネルギー
応用 国籍別累計

国 籍 インドネシア
（3），中国（3），
台 湾（1），マ
レーシア（1），
タイ（1）

中 国（5），タ
イ（2），イ ン
ドネシア（1），
インド（1），
イラン（1），
エジプト（1），
フィンランド
（1）

韓 国（1），中
国（2），ア メ
リカ（1）

中 国（3），タ
イ（1）

中国（13），インド
ネ シ ア（4），タ イ
（4），マレーシア
（1），台 湾（1），韓
国（1），インド（1），
イラン（1），エジプ
ト（1），フィンラン
ド（1），アメリカ（1）

課程別 M（7），D（2） M（9），D（3） M（0），D（4） M（0），D（4） M（16），D（13）
計 9 12 4 4 29
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中期計画に基づく事業計画に従い，新入生を対象としたアンケートを平成 28 年 12
月に実施した．アンケートは，入学前に入学試験や教育内容，制度について充分な情
報が得られたか，入学後も充分な情報が得られているか，入学前後で相違がないかに
ついて主に調査した．アンケート用紙および調査結果を付録Bに掲載した．調査結
果は，今後ホームページや入学案内，願書などの改訂の際に参考にする予定である．

3.2 教育課程の編成・実施方針
エネルギー科学研究科における修士課程ならびに博士後期課程のそれぞれの教育課
程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）は以下のようになっており，研究科独
自の目標に沿った高度な能力を有する人材の育成が行われている．
（1）修士課程
（a）学士課程での教育によって得た基礎学力および専門性を発展させるとともに，

専門分野にとらわれずに自然科学と人文社会科学の双方から分野横断的に学修
できるカリキュラムを編成・実施し，研究分野に関連する幅広い専門的知識と，
広い学識を修得させる．

（b）研究指導，セミナー，実践的教育を介して，研究の推進能力，研究成果の論理
的説明能力，学術研究における倫理性を備え，自ら課題を発見し解決する能力
を有する高度技術者，研究者を育成する．

（c）自己の研究を各専門分野において的確に位置づけ，その成果と意義を国際的な
水準で議論できる能力を育てる．

（2）博士後期課程
（a）修士課程での教育によって得た高度な専門的知識と広い学識をさらに発展させ

るとともに，過度の専門化に陥ることなく，幅広い視野から自己の研究を位置
づけて体系化を図ることができるように，カリキュラムを編成・実施する．

（b）研究指導，セミナー，実践的教育を介して，特に優れた研究企画・推進能力，
研究成果の論理的説明能力，学術研究における倫理性を備え，未踏の分野に挑
戦する創造性と活力のある研究者を育成する．

（c）幅広い視野と深い専門性をもって社会の要請に応え，エネルギー・環境問題を
解決するための最先端の研究を国際的に先導することのできる研究者を育成す
る．

上記の方針に基づき 4専攻で修士課程，博士後期課程の教育を実施している．実施
方法は研究科規定に基づき，各学生に指導教員を定め，修士課程においては教授会の
定める科目について各専攻で定めた修了要件を満たす 30 単位以上の修得，博士後期
課程においては 4単位以上の修得を課している．さらに修士課程では指導教員の指導
のもとでの研究，学位論文の作成，専攻内での発表を課し，指導教員を含む複数の論
文審査員で審査を行う．博士後期課程では指導教員のもとでの研究，学位論文の作成
を行い，指導教員を含む 3名以上の予備検討委員による学位論文の予備検討，3名以
上の論文審査委員による審査を経た上，公聴会の開催を課している．単位の修得結果
と学位論文の審査結果に基づき，最終的に教授会で学位の授与の可否を決定している．
IESC（修士課程）についても，単位の修得結果と学位論文の審査方法は通常の修士
課程と同じ考え方であるが，修了に必要な履修科目数や単位数等が若干異なる．平成
24 年度より開設された本コースの博士後期課程についても同様である．
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3.3 教育環境
3.3.1 学生の教育支援体制
（1）ガイダンス
年度初めに各学年の学生に対してガイダンスを行い，その年度の科目履修，研究倫
理，不正行為，安全衛生などを説明し，円滑に自己能力を高められるようにしている．
修士 2回生には，就職，進学の選択および修士論文作成の指導を行い，特に博士後期
課程進学者には，博士論文を完成させるための研究の進め方，在学期間短縮等につい
て説明を行っている．また，10 月入学の留学生に対し，10 月初旬に英語によるガイ
ダンスを行っている．

（2）教育支援者の配置や教育補助者の活用
運営交付金で博士課程と修士課程の学生を教育支援者（TA）や研究補助者（RA）と
して雇用し，大学院や学部における教員の授業や学生実験などの教育補助にあたらせ
ている．TAについてはそれぞれの授業担当教員，RAについては主として学生の指
導教員が業務に関する指導を個別に行い，効果的な授業の運営や研究の遂行に役立つ
ように努めている．表 3.6 に TA,RAの雇用数の実績を示す．

（3）留年，休学，退学
平成 28 年度までの間の修士課程学生の留年，休学，退学者数を，それぞれ表 3.7～

表 3.9 に示す．平成 28 年度の退学者は 0名であった一方で，休学者数は昨年度に比
べ増加した．

表 3.6 TA，RAの雇用数

表 3.7 留年者数

表 3.8 休学者数

表 3.9 退学者数

年 度 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
TA（修士課程） 74 63 53 65 63 61 70 65 73 79 80
TA（博士課程） 16 18 20 12 13 20 6 10 11 2 6

計 90 81 73 77 76 81 76 75 84 81 86
RA（博士課程） 45 20 21 26 26 24 35 3 2 2 6

計 45 20 21 26 26 24 35 3 2 2 6

年 度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
修 士 課 程 5 6 5 4 8 2 8 8 11 11
博士後期課程 13 17 10 13 12 19 15 13 17 15

計 18 23 15 17 20 21 23 21 28 26

年 度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
修 士 課 程 8 4 4 7 6 5 5 6 2 6
博士後期課程 2 3 3 6 2 1 6 4 6 4

計 10 7 7 13 8 6 11 10 8 10

年 度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
修 士 課 程 3 4 6 3 7 1 1 1 1 0
博士後期課程 5 2 0 6 0 1 0 0 0 0

計 8 6 6 9 7 2 1 1 1 0
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（4）不登校等問題を抱える学生への指導
学生支援センターのカウンセリングサービスを学生や指導教員に周知し，不登校等
の問題や修学の不安を抱える学生への積極的利用を促している．また，各専攻の教務
委員が中心となって問題を抱える学生を把握するとともに指導教員と連携し，当該学
生に対して組織的に個別指導を実施する体制を整えた．

（5）倫理教育
2・12 で述べたように，京都大学研究公正アクションプランに基づき，本研究科に

おいても全学生への研究公正チュートリアルを実施した．研究公正チュートリアルは，
原則として指導教員がテキストを用いて 3人までの学生と対面して個別指導するもの
であり，今年度は全学生を対象に実施するとともに，来年度以降の入学者については
入学後 3ヶ月以内を目途に実施する．
一方，研究の成果として発生する特許等の知的財産や環境倫理に関しては，企業で
知的財産を専門に扱う非常勤講師を招いて「産業倫理論」を開講し，知的財産の保護，
環境経営等の新しい社会倫理について学修する機会を提供している．

3.3.2 教育基盤の整備
京都大学教務情報システムKULASIS を全面的に導入したことに伴い，シラバスの
内容充実，担当科目の登録学生の確認や名簿出力，履修学生への担当教員からの伝達
事項，成績入力などを一元化して，Web上で行っている．活用状況も良好である．
自主的な学習環境整備のため，研究科共通の施設として，図書室，学生控室，計算機
演習室などを設置している．さらに，遠隔地に研究室がある学生のために，吉田地区
に実習室を設け，また宇治地区にも計算機演習室を設置して，吉田地区と同じ環境で
勉学できるように配慮している．これらの施設はおおむね効果的に利用されている．

3.3.3 図書室の整備
学生用の図書・資料の拡充は研究科の教育基盤の充実を目的として，平成 10 年

（1998 年）にエネルギー科学研究科図書室を開室（平成 25 年（2013 年）10 月に旧工学部
2号館から総合研究 11 号館へ移転）して以来，エネルギー科学関連の雑誌ならびに学
生用図書を毎年購入するなど，図書・資料等の整備拡充を行っている．
エネルギー科学研究科の資産図書の蔵書数は，およそ和書 4,900 冊，洋書 5,500 冊
の総計 10,400 冊（平成 28 年 4 月現在）となっている．今後も継続的にエネルギー関連
図書，資料等を一層拡充していく予定である．
また，図書検索用のパソコンを設置し，研究科図書室のホームページを設け，利用
案内，所蔵する学位論文（貴重図書）の案内，公開講座テキスト一覧，GCOE関係資
料のリストなどを公開している．室内にサーキュレーターを置き，建物全体で LED
化された室内照明および紫外線カットの窓ガラス（最大 80％カット）とあわせて，資
料の保存環境を出来る限り良い状態にするようにしている．書架の高い部分の棚にい
わゆる図書落下防止テープを貼り，地震発生時の安全性が向上するようにした．
室内の掲示はほぼすべてについて英語併記の貼り紙であり，留学生の利便性と安全
確保を多少なりとも改善するようにしている．図書室から利用関連の通知（学内各図
書室や電子ジャーナル・データベース等の情報を含む）を研究室にメール送信する時
も，ほとんどは日英併記である．
平成 28 年度に図書室規程の運用ルールを見直し，環境の変化に対応したものとし
た．
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3.3.4 研究教育資源の整備
研究科発足以前から存立する歴史のある研究室において，研究教育資源として価値
のある実験装置，試料や標本などが所蔵されているが，これらのうち特に貴重なもの
を選定し，京都大学博物館にて保管，展示するための作業が先の中期計画に基づいて
進められていたが，今回はエネルギー応用科学専攻の旧工学部金属系研究室（水曜会）
が所蔵している物品の一部について，博物館と協議の上，技術史資料として移管を行っ
た．これらの資料は由緒来歴などが詳しいものほど高価値とされるため，さらに詳し
い情報収集を進めた．

3.4 カリキュラムおよび成績評価
エネルギー科学研究科では，21 世紀におけるエネルギー問題を視点におき高度の

専門能力と創造性に溢れた人材を育成することを理念においてカリキュラムが編成さ
れている．各専攻からその独自性を示す科目であるエネルギー社会・環境科学通論，
エネルギー基礎科学通論，エネルギー変換科学通論，エネルギー応用科学通論が提供
されており，その分野の最先端の研究成果を基礎から理解しやすいように講義してい
る．また，専攻横断型科目を開設するなど，学生がエネルギー科学全般を広く学べる
ことができるように配慮されている．
カリキュラムの内容については，年度ごとに各専攻の教育研究委員会委員が中心と
なって見直しを行っている．すべて英語により履修可能となっている国際エネルギー
科学コース（IESC）のため，外国人教員（准教授 1名）を雇用し，この教員ならびに研
究科教員により開講される英語科目（IESC 横断型科目）をカリキュラムに加えるなど，
英語による授業の整備を進めている．平成 28 年度からはさらにエネルギー理工学研
究所の外国人教員も学内非常勤講師として英語科目を提供している．これに伴い学修
要覧の改訂作業を進め，学修要覧を和英対照としている．
平成 27 年度からは，修士課程にダブル・ディグリープログラムを設置している．
このプログラムは修士課程の在学中に 1年間指定の海外大学に滞在して本研究科と海
外大学の 2つの修士学位を取得できる制度であり，IESC とともに教育のグローバル
化を推進している．平成 29 年度からは，このダブル・ディグリープログラムにより
海外の大学で学修する学生が単位互換のために本学で履修した科目について相手先大
学に説明できるよう，日本語開講科目を含めた全科目について英語表記のシラバスを
整備している．また，このプログラムにより海外の大学から受け入れる学生のカリキュ
ラムについては，IESC に準拠する．
これらの積極的な取り組みにより国内外から様々な学生が入学し学修する体制が
整ったが，その一方でコースやカリキュラムが複雑になっているため，それらを分か
りやすく表示するカリキュラムマップを作成している．表 3.10 に作成したカリキュ
ラムマップを，また，各専攻における修士課程，博士後期課程の科目名を，表 3.11
および表 3.12 にそれぞれ列挙する．
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表 3.10 カリキュラムマップ

表 3.11 平成 28 年度修士課程科目表
エネルギー
社会・環境科学

エネルギー
基礎科学

エネルギー
変換科学

エネルギー
応用科学

エネルギー社会・環境科学特別
実験及び演習第 1～4

エネルギー基礎科学特別
実験及び演習第 1～4

エネルギー変換科学特別実験及
び演習第 1～4

エネルギー応用科学特別
実験及び演習第 1～4

エネルギー社会・環境科学通論
Ⅰ，Ⅱ Fundamental Energy

Science Advanced
Seminar on Energy
Science Ⅰ～Ⅳ

エネルギー変換基礎通論 エネルギー応用科学通論

Socio-Environmental Energy
Science I, II

速度過程論 Advanced Energy
Science and Technology

エネルギー社会工学 熱機関学
エネルギー経済論 熱エネルギーシステム設計 薄膜ナノデバイス論
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・IESC（国際エネルギー科学コース）横断型科目
Energy Systems Analysis and Design
System Safety
Energy Policy
Future Energy : Hydrogen Economy
Energy Systems and Sustainable Development
Fundamental Plasma Simulation Ⅰ
Fundamental Plasma Simulation Ⅱ
Advanced Energy Conversion Science
Fusion Energy Science and Technology
Energy Conversion Systems and Functional Design
Energy Efficiency and Management
Fuel Technology

なお，表 3.11 に示した学外研究プロジェクトは，指導教員の助言によって国公立
研究機関，民間企業等において特定のテーマについて 45 時間以上の実習調査研究を

エネルギーエコシステム学 エネルギー基礎科学通論 燃焼理工学 電力システム工学
ヒューマンインターフェース論 エネルギー物理化学 排気処理プロセス論 材料プロセシング
大気環境科学 エネルギー無機化学 システム強度論 機能素材プロセシング
エネルギー政策論 エネルギー材料科学 システム保全科学 熱化学
エネルギー社会教育論 光・電子プロセス 塑性力学 資源エネルギーシステム論
エネルギーコミュニケーション論 機能固体化学基礎論 エネルギー材料評価学 海洋資源エネルギー論
システム安全学 無機固体化学 連続体熱力学 数値加工プロセス
環境経済論 エネルギー基礎科学計算

プログラミング
核融合エネルギー基礎 計算物理

エネルギー政治学 電磁流体物理学Ⅰ 先進エネルギーシステム論 物理化学特論
国際エネルギー論 電磁流体物理学Ⅱ 粒子エネルギー変換 光量子エネルギー論
エネルギー社会・環境科学学外
研究プロジェクト

プラズマ物理運動論 電磁エネルギー変換 電磁エネルギー学

産業倫理論 核融合プラズマ工学 機能エネルギー変換材料 エネルギー有効利用論
学際的エネルギー科学特別セミ
ナー

高温プラズマ物理学 エネルギー変換材料学 先進エネルギー論

プラズマ加熱学 エンジン燃焼解析学 エネルギー応用科学学外
研究プロジェクト

プラズマ計測学 原子力プラント工学 産業倫理論
エネルギー電気化学 先進エンジンシステム論 学際的エネルギー科学特

別セナー
エネルギーナノ工学 エネルギー変換科学学外研究プ

ロジェクト
流体物性概論 Exploratory Project for

Promotion of Advanced
Energy Conversion Science
Ⅰ～Ⅳ

生物機能化学 産業倫理論
エネルギー構造生命科学 学際的エネルギー科学特別セミ

ナー
中性子媒介システム
原子炉実験概論
エネルギー輸送工学
先進エネルギー生成学Ⅰ
先進エネルギー生成学Ⅱ
先進エネルギー生成学Ⅲ
超伝導物理学
エネルギー基礎科学学外
研究プロジェクト
産業倫理論
学際的エネルギー科学特
別セミナー
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行い，その報告書を提出させて単位認定を行うものである．平成 28 年度の主な派遣
先は次に記載のとおりである．
パナソニック株式会社，三菱重工業株式会社，新日鐵住金株式会社，株式会社 IHI，
京セラ株式会社，ボルドー大学

・GCOE提供科目
国際エネルギーセミナー，フィールド実習Ⅰ，フィールド実習Ⅱ

各科目の成績評価については，平成 29 年度から導入予定のGPA制度を見据えて，
平成 28 年度入学者より，従来の「優・良・可・不可」の評語から「A+・A・B・C・
D・F」の 6段階の評語に変更している．ただし，成績評価により合否のみを判定す
る科目については「合格・不合格」に替えて，「P（Pass；合格）・F（Fail；不合格）」
の評語とする．

3.5 学部教育への参画
エネルギー科学研究科の各分野の教員は，工学部，理学部，農学部の教育・研究を
兼担しており，4回生の卒業研究の指導を行っている．表 3.13 に学部兼担の状況を示
す．また，学部教育に対する講義等については，学部専門科目および全学共通科目と
して表 3.14 に示すような科目を提供している．これにより，学部生に基礎学力を涵
養するとともに，エネルギー科学研究科で行われている研究の内容を紹介している．
なお，表 3.14 には全学共通科目の ILASセミナーとして開講している科目名も併せ
て掲載している．平成 28 年度からは，特に全学共通教育科目の全面改定に伴い，本
研究科の教員も積極的に協力して提供科目を改定している．

表 3.12 平成 28 年度博士後期課程科目表

表 3.13 平成 28 年度学部兼担

エネルギー
社会・環境科学専攻

エネルギー
基礎科学専攻

エネルギー
変換科学専攻

エネルギー
応用科学専攻

エネルギー社会工学特論 エネルギー物理化学特論 エネルギー変換基礎特論 応用熱科学特論
エネルギー経済特論 エネルギー材料科学特論 環境保全科学 エネルギー応用プロセス

学特論
エネルギーエコシステム学特論 機能固体化学特論 連続体熱力学 資源エネルギーシステム

学特論
エネルギー情報学特論 Plasma Simulation

Methodology I,II
原子力プラント工学特論 先進エネルギー学特論

エネルギー環境学特論 プラズマ動力学特論 エンジン燃焼解析学特論 特別学外実習プロジェクト
国際エネルギー特論 先進エネルギー生成学特

論Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ
先進エンジンシステム特論 AdvancedEnergyScience

and Technology
特別学外実習プロジェクト エネルギー基礎科学特論

Ⅰ，Ⅱ
特別学外実習プロジェクト

Advanced Seminar on
Socio-Environmental
Energy Science

特別学外実習プロジェクト Advanced Energy
Conversion Science

Zero-emission Social
System

Present andFutureTrends
of Fundamental Energy
Science, Adv.

専攻 講 座 分 野 兼坦学部・学科
社
会
・
環
境
科
学

エ
ネ
ル
ギ
ー

社会エネルギー科学
エネルギー社会工学 工学部・物理工学科
エネルギー経済 －
エネルギーエコシステム学 農学部・森林科学科

エネルギー社会環境学 エネルギー情報学 工学部・電気電子工学科
エネルギー環境学 工学部・地球工学科
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表 3.14 平成 28 年度学部専門科目および全学共通科目

基
礎
科
学

エ
ネ
ル
ギ
ー

エネルギー反応学
エネルギー化学 工学部・物理工学科
量子エネルギープロセス 工学部・物理工学科
機能固体化学 工学部・工業化学科

エネルギー物理学
プラズマ・核融合基礎学 工学部・物理工学科
電磁エネルギー学 工学部・電気電子工学科
プラズマ物性物理学 理学部・理学科

変
換
科
学

エ
ネ
ル
ギ
ー

エネルギー変換システ
ム学

熱エネルギー変換 工学部・物理工学科
変換システム 工学部・物理工学科

エネルギー機能設計学 エネルギー材料設計 工学部・物理工学科
機能システム設計 工学部・物理工学科

応
用
科
学

エ
ネ
ル
ギ
ー

エネルギー材料学

エネルギー応用基礎学 工学部・電気電子工学科
工学部・物理工学科

プロセスエネルギー学 工学部・電気電子工学科
材料プロセス科学 工学部・物理工学科
プロセス熱化学 工学部・物理工学科

資源エネルギー学
資源エネルギーシステム学 工学部・地球工学科
資源エネルギープロセス学 工学部・地球工学科
ミネラルプロセシング 工学部・地球工学科

教員名 科目名 開講部局等 対象回生
石原慶一 Energy for Sustainable Development 全学共通科目 全回生

東南アジアの再生可能エネルギー開発 全学共通科目 全回生
熱力学 1 工学部・物理工学科 2回生

物理工学総論B 工学部・物理工学科 1回生
現代技術社会論 全学共通科目 全回生
幸せの測り方 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生

奥村英之 熱及び物質移動 工学部・物理工学科 3回生
材料基礎学 2 工学部・物理工学科 3回生

エネルギー応用工学設計演習・実験 工学部・物理工学科 3回生
現代技術社会論 全学共通科目 全回生
初修物理学B 全学共通科目 主に 1回生

英語講義：エネルギー・資源 I KUINEP 全回生
知識の修得と活用－そのメカニズム

を検証してみよう－ 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生

手塚哲央 現代技術社会論 全学共通科目 全回生
エネルギーと環境のシステム学 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生
英語講義：エネルギー・資源 I KUINEP 全回生

初修物理学A 全学共通科目 主に 1回生
閉じた地球で生きる－エネルギー

消費と環境 全学共通科目（統合科学） 全回生

東南アジアの再生可能エネルギー開発 全学共通科目 全回生
McLellan Introduction to sustainable development 全学共通科目 主に 1・2回生

Chemistry, Society and Environment 全学共通科目 主に 1・2回生
Introduction to mineral resources 全学共通科目 主に 1・2回生

現代技術社会論 全学共通科目 全回生
Logic, critical thinking and argument
in Natural Sciences and Engineering 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生

坂 志朗 バイオマスエネルギー 農学部・森林学学科 4回生
現代技術社会論 全学共通科目 全回生

����：���	
・�� I KUINEP ��
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河本晴雄 バイオマスエネルギー 農学部・森林学科 4回生
現代技術社会論 全学共通科目 全回生

下田 宏 電気電子工学概論 工学部・電気電子工学科 1回生
電気電子回路演習 工学部・電気電子工学科 2回生
生体医療工学 工学部・電気電子工学科 4回生
電気電子回路入門 工学部・情報学科 2回生

ヒューマンインタフェースの心理と生理 全学共通科目 全回生
現代技術社会論 全学共通科目 全回生
初修物理学B 全学共通科目 主に 1回生

石井裕剛 電気電子工学概論 工学部・電気電子工学科 1回生
電気電子工学基礎実験 工学部・電気電子工学科 2回生

東野 達 地球工学総論 工学部・地球工学科 1回生
基礎環境工学Ⅰ 工学部・地球工学科 2回生

確率統計解析及び演習 工学部・地球工学科 2回生
現代技術社会論 全学共通科目 全回生

亀田貴之 地球工学総論 工学部・地球工学科 1回生
環境工学実験 2 工学部・地球工学科 3回生
現代技術社会論 全学共通科目 全回生

閉じた地球で生きる－エネルギー
消費と環境 全学共通科目(統合科学) 全回生

山本浩平 地球工学総論 工学部・地球工学科 1回生
環境工学実験 2 工学部・地球工学科 3回生

萩原理加 エネルギー化学 1 工学部・物理工学科 3回生
基礎物理化学（量子論） 全学共通科目 主に 1回生
先進エネルギー概論 全学共通科目 全回生

松本一彦 エネルギー応用工学設計演習・実験 工学部・物理工学科 3回生
物理工学演習 2 工学部・物理工学科 3回生
エネルギー化学 2 工学部・物理工学科 3回生

佐川 尚 熱及び物質移動 工学部・物理工学科 3回生
基礎物理化学要論 全学共通科目 主に 1回生

蜂谷 寛 エネルギー応用工学設計演習・実験 工学部・物理工学科 3回生
計算機数学 工学部・物理工学科 2回生

高井茂臣 基礎無機化学 工学部・工業化学科 2回生
無機化学Ⅲ 工学部・工業化学科 3回生
電力工学 1 工学部・電気電子工学科 3回生
熱力学 全学共通科目 主に 1回生

岸本泰明 工業数学F2 工学部・物理工学科 3回生
エネルギーを基礎とした先端科学の
展望－プラズマ科学を中心に－ 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生

プラズマ科学入門 全学共通科目 主に 1回生
中村祐司 電気電子工学概論 工学部・電気電子工学科 1回生

情報基礎演習［工学部］
（電気電子工学科） 全学共通科目 主に 1回生

エネルギーを基礎とした先端科学の
展望－プラズマ科学を中心に－ 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生

石澤明宏 物理学基礎論B 全学共通科目 主に 1回生
田中 仁 物性物理学 2b 理学部・理学科 4回生

物理科学課題演習B5（プラズマ） 理学部・理学科 3回生
物理科学課題研究Q5（プラズマ） 理学部・理学科 4回生

物理学基礎論B 全学共通科目 主に 1回生
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薮塚武史 工業基礎化学実験Ⅰ・Ⅱ 工学部・工業化学科 3回生
今寺賢志 エネルギーを基礎とした先端科学の

展望－プラズマ科学を中心に－ 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生

基礎情報処理演習 工学部・物理工学科 1回生
打田正樹 物理科学課題演習B5（プラズマ） 理学部・理学科 3回生

物理科学課題演習Q5（プラズマ） 理学部・理学科 4回生
石山拓二 計算機数学 工学部・物理工学科 2回生

物理工学演習 1 工学部・物理工学科 3回生
物理工学演習 2 工学部・物理工学科 3回生

先進エネルギー変換 全学共通科目 主に 1回生
エンジンの科学 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生

川那辺洋 工業力学A 工学部・物理工学科 3回生
物理工学演習 2 工学部・物理工学科 3回生

エネルギー応用工学設計演習・実験 工学部・物理工学科 3回生
環境学 全学共通科目 全回生

先進エネルギー変換 全学共通科目 主に 1回生
エンジンの科学 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生

塩路昌宏 熱力学 2 工学部・物理工学科 2回生
エネルギー変換工学 工学部・物理工学科 3回生
システム工学 工学部・物理工学科 3回生

英語講義：エネルギー・資源Ⅱ KUINEP 全回生
先進エネルギー変換 全学共通科目 主に 1回生

熱力学 全学共通科目 主に 1回生
星出敏彦 材料力学 1 工学部・物理工学科 2回生

工学倫理 工学部 4回生
物理学基礎論A 全学共通科目 主に 1回生
先進エネルギー変換 全学共通科目 主に 1回生

今谷勝次 材料力学 1 工学部・物理工学科 2回生
連続体力学 工学部・物理工学科 3回生

エネルギー応用工学設計演習・実験 工学部・物理工学科 3回生
物理工学総論B 工学部・物理工学科 1回生

先進エネルギー変換 全学共通科目 主に 1回生
木下勝之 材料力学 2 工学部・物理工学科 2回生

計測学 工学部・物理工学科 2回生
工業力学A 工学部・物理工学科 3回生

エネルギー応用工学設計演習・実験 1 工学部・物理工学科 3回生
先進エネルギー変換 全学共通科目 主に 1回生
振動・波動論 全学共通科目 主に 2回生

堀部直人 エネルギー応用工学設計演習・実験 1 工学部・物理工学科 3回生
安部正高 エネルギー応用工学設計演習・実験 1 工学部・物理工学科 3回生
土井俊哉 電気電子工学概論 工学部・電気電子工学科 1回生

電気伝導 工学部・電気電子工学科 4回生
特別研究 工学部・電気電子工学科 4回生

物理学基礎論B 全学共通科目 主に 1回生
白井康之 電気電子工学概論 工学部・電気電子工学科 1回生

電気機器基礎論 工学部・電気電子工学科 3回生
電力工学 2 工学部・電気電子工学科 4回生
低温科学B 全学共通科目 全回生
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平藤哲司 材料物理化学 工学部・物理工学科 3回生
エネルギー・材料熱化学 1 工学部・物理工学科 3回生
エネルギー・材料熱化学 2 工学部・物理工学科 3回生

統計熱力学 工学部・物理工学科 3回生
馬渕 守 地球工学総論 工学部・地球工学科 1回生

資源エネルギー論 工学部・地球工学科 2回生
先端資源エネルギー工学 工学部・地球工学科 3回生

材料と塑性 工学部・地球工学科 3回生
資源工学材料実験 工学部・地球工学科 3回生
物理化学 工学部・地球工学科 3回生

地球工学デザインB 工学部・地球工学科 4回生
特別研究（資源工学コース） 工学部・地球工学科 4回生

地殻海洋資源論 工学部・地球工学科 4回生
地球と資源エネルギー 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生

英語講義：エネルギー・資源Ⅱ KUINEP 全回生
宅田裕彦 地球工学総論 工学部・地球工学科 1回生

流体力学 工学部・地球工学科 3回生
熱流体工学 工学部・地球工学科 3回生

先端資源エネルギー工学 工学部・地球工学科 3回生
資源工学材料実験 工学部・地球工学科 3回生
材料と塑性 工学部・地球工学科 3回生

数値計算法及び演習 工学部・地球工学科 3回生
地球工学デザインB 工学部・地球工学科 4回生

堀井 滋 統計熱力学 工学部・物理工学科 3回生
エネルギー応用工学設計演習・実験 工学部・物理工学科 3回生

暮らしを支える電子材料 全学共通科目（ILASセミナー） 全回生
袴田昌高 情報処理及び演習 工学部・地球工学科 1回生

一般力学 工学部・地球工学科 2回生
資源工学材料実験 工学部・地球工学科 3回生
地球工学デザインB 工学部・地球工学科 4回生
地球工学総論 工学部・地球工学科 1回生

柏谷悦章 物理工学演習 2 工学部・物理工学科 3回生
基礎物理化学（熱力学） 全学共通科目 主に 1回生

熱力学 全学共通科目 主に 1回生
エネルギー応用工学設計演習・実験 1 工学部・物理工学科 3回生
エネルギー応用工学設計演習・実験 2 工学部・物理工学科 3回生

長谷川将克 エネルギー・材料熱化学 1 工学部・物理工学科 3回生
エネルギー・材料熱化学 2 工学部・物理工学科 3回生

エネルギー応用工学設計演習・実験 工学部・物理工学科 3回生
浜 孝之 資源工学材料実験 工学部・地球工学科 3回生

数値計算法及び演習 工学部・地球工学科 3回生
地球工学デザインB 工学部・地球工学科 4回生
材料と塑性 工学部・地球工学科 3回生

地球工学基礎数理 工学部・地球工学科 2回生
藤本 仁 地球工学総論 工学部・地球工学科 1回生

流体力学 工学部・地球工学科 3回生
熱流体工学 工学部・地球工学科 3回生

資源工学材料実験 工学部・地球工学科 3回生
地球工学デザインB 工学部・地球工学科 4回生
地球と資源エネルギー 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生
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3.6 学習成果
3.6.1 学生の進路
修士課程修了予定者には，専攻ごとの就職担当教員による情報周知と個別指導によ
り進路を選択させている．平成 23 年度から平成 27 年度までの修士課程修了生の進路
を表 3.15 に示す．表からわかるように，進路先は多様な業種にわたっている．
進路先業種では化学・材料・非鉄が近年では最も多く，次いで，自動車・輸送機器，
電力・ガス，電気・電子機器，機械，重工業，鉄鋼，進学や情報・通信などが主要な
進路となっている．なお，博士後期課程の修了者については指導教員による情報の周
知など個別指導を行い，主に研究職の確保に努めている．

3.6.2 学位授与
エネルギー科学研究科では修士，博士後期課程の修了認定と学位授与に関し，それ
ぞれの課程に対して定めたディプロマ・ポリシーに従って，修了認定ならびに学位の
授与を行っている．
修士号については所定の期間在学し，エネルギー科学研究科のカリキュラム・ポリ
シーに沿って設定した大学院学修要覧が定める授業科目を履修して，基準となる単位
数（30 単位）以上を修得し，かつ必要な研究指導を受けた上，修士論文の審査および
試験に合格することが，修士（エネルギー科学）の学位授与の必要要件である．なお，
学修・研究について著しい進展が認められる者については，在学期間を短縮して修士
課程を修了することが可能である．
国際エネルギー科学コースの学生への学位授与も上記に準じているが，履修科目数
や必要単位数等が若干異なる．

楠田 啓 地球工学総論 工学部・地球工学科 1回生
資源エネルギー論 工学部・地球工学科 2回生
資源工学材料実験 工学部・地球工学科 3回生
資源工学基礎実験 工学部・地球工学科 3回生

先端資源エネルギー工学 工学部・地球工学科 3回生
分離工学 工学部・地球工学科 3回生

地球工学デザインB 工学部・地球工学科 4回生
地殻海洋資源論 工学部・地球工学科 4回生

地球と資源エネルギー 全学共通科目（ILASセミナー） 1回生
エネルギー地質学概論 全学共通科目 全回生

三宅正男 エネルギー応用工学設計演習・実験 工学部・物理工学科 3回生
計測学 工学部・物理工学科 2回生
統計熱力学 工学部・物理工学科 3回生

エネルギー問題と科学技術 全学共通科目 全回生
池之上卓己 エネルギー応用工学設計演習・実験 工学部・物理工学科 3回生

情報基礎演習［工学部］ 全学共通科目 主に 1回生
陳 友晴 地球工学総論 工学部・地球工学科 1回生

資源工学フィールド実習 工学部・地球工学科 3回生
資源工学材料実験 工学部・地球工学科 3回生
地球工学デザインB 工学部・地球工学科 4回生

日下英史 地球工学総論 工学部・地球工学科 1回生
情報処理及び演習 工学部・地球工学科 1回生
分離工学 工学部・地球工学科 3回生

資源工学材料実験 工学部・地球工学科 3回生
地球工学デザインB 工学部・地球工学科 4回生
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博士号については所定の期間在学し，エネルギー科学研究科のカリキュラム・ポリ
シーに沿って設定した大学院学修要覧が定める授業科目を履修して，基準となる単位
数（4単位）以上を修得し，かつ必要な研究指導を受けた上で，博士論文の審査および
試験に合格することが，博士（エネルギー科学）の学位授与の必要要件である．
なお，学修・研究について著しい進展が認められる者については，在学期間を短縮
して博士後期課程を修了することが可能である．
表 3.16 および表 3.17 にそれぞれ博士，修士の学位取得者数を年度別に示す．学位

名はそれぞれ京都大学博士（エネルギー科学），京都大学修士（エネルギー科学）である．
なお，平成 28 年度博士号取得者ならびに修士課程修了者を付録Eに掲載した．付録
Eでは紙面の都合上，修士論文については指導教員のみ記したが，修士論文に対して
も博士論文の場合と同様 3名の調査委員を選定している．

表 3.15 学生の進路

表 3.16 博士学位取得者数の推移

表 3.17 修士学位取得者数の推移

修了年度
産業別 23 24 25 26 27

電気・電子機器 12 12 13 17 19
化学・材料・非鉄 16 26 25 25 7
情報・通信 8 6 3 6 9

自動車・輸送機器 14 9 20 21 14
電力・ガス 14 15 12 7 10
鉄 鋼 8 7 4 4 13
重 工 業 7 9 6 6 9
機 械 15 17 12 9 11
運 輸 業 0 3 1 2 5
その他製造業 5 6 6 9 5
サービス業 0 4 4 6 5
商 社 2 1 1 2 3
金融・保険業 2 3 0 5 3

大学・官公庁・財団 3 1 2 5 7
進 学 12 9 10 7 4

その他（進路未定含む） 9 7 5 2 2
合 計 127 134 124 133 126

年 度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
課程博士 16 21 24 15 21 13 25 19 15 18
論文博士 2 1 3 0 1 0 3 0 0 1
計 18 22 27 15 22 13 28 19 15 19

年 度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
社会・環境 23 24 21 25 34 25 25 27 21 27
基 礎 42 32 34 30 36 47 43 44 41 47
変 換 25 20 21 24 24 27 23 28 30 27
応 用 22 22 23 28 33 35 33 34 34 34
計 112 98 99 107 127 134 124 133 126 135
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3.6.3 学術誌への投稿
修士論文，博士論文の作成の過程で得られた成果については学術誌に報告されてい
る．表 3.18 は，平成 19 年度から平成 28 年度に修士課程，博士後期課程の学生が第
一著者として発表した論文数をまとめたものである．平成 28 年度は修士課程学生筆
頭論文数 44 件，博士後期課程学生筆頭論文数 71 件であり，学生 1人あたりで換算す
ると修士課程の学生で約 0.2 報，博士課程の学生で約 3報程度（博士課程の学生が修
士課程在籍中，あるいは課程修了後に投稿した論文数を除く），第一著者で論文投稿
を行っていることになる．本研究科ではこのように学生の積極的な論文投稿を促し，
研究意欲の向上を図っている．

3.7 教育の内部質保証システム
本研究科の教育の質をさらに向上させるために，平成 27 年度からシラバス標準モ
デルによるシラバスの整備，科目履修時のCAP制，授業アンケートを導入している．
シラバスの整備では，学生が履修科目を選択する際のより詳細な情報を提供するため
に，これまでのシラバス掲載情報に加えて，学修目標や時間外学習等を加えた標準的
なシラバスモデルを策定するとともに，担当教員が記述したシラバスが標準モデルに
沿っているかどうかを教育研究委員会で確認している．科目履修時のCAP制につい
ては，半期で履修可能な単位数を 24 単位と限定することにより，適切な科目数の履
修促進と単位の実質化を実現するものである．授業アンケートについては，各講義科
目等を履修した学生を対象として学期末にアンケートを実施し，その結果を履修者や
担当教員にフィードバックすることで次年度以降の授業の改善に役立てている．また，
平成 26 年度から開始した成績異議申し立てについては，履修生が履修した科目の成
績に関して事務的な間違いの疑いがある場合にその旨を申告して調査してもらうこと
ができる制度であり，申立書のフォーマットや運用ルールを整備して運用している．
さらに，前年度までと同様に修了予定者にアンケートを継続実施し，当研究科の教
育に関するデータを継続的に収集している．今年度に実施したアンケートとその結果
を付録C①に示す．これらは原則公開とし，教育の質向上のためフィードバックさ
せ効果を上げている．さらに，平成 27 年度より，同窓会組織「京エネ会」の協力を
得て，修了後 3年目の修了生に対してアンケートを実施し，当研究科の教育成果に関
するデータを収集している．アンケートとその結果は付録C②に示すとおりである．
これらも原則公開とし，教育の質向上のためにフィードバックする予定である．

表 3.18 学生が第 1著者として発表した論文数
年 度 19 20 21 22 23 24

課 程 修
士

博
士

修
士

博
士

修
士

博
士

修
士

博
士

修
士

博
士

修
士

博
士

社会・環境 6 15 7 22 3 19 7 15 2 22 1 8
基 礎 3 22 3 31 4 30 10 45 10 34 4 20
変 換 4 8 4 11 2 19 13 12 4 10 2 7
応 用 13 7 16 7 26 43 8 9 6 3 10 11
合 計 26 52 30 71 35 111 38 81 22 69 17 46
年 度 25 26 27 28

課 程 修
士

博
士

修
士

博
士

修
士

博
士

修
士

博
士

社会・環境 7 15 4 26 2 20 13 30
基 礎 2 38 1 24 3 22 13 24
変 換 6 15 3 2 2 4 2 3
応 用 7 15 10 10 11 7 16 14
合 計 22 83 17 62 18 53 44 71
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第 4章 研究活動の現状

4.1 全般
GCOEプログラムが終了した後もこれまでの高いレベルの教育を維持することが
研究科全体の今後の課題であり，GCOE提供科目の開設や国際展開力事業ダブル・
ディグリープログラムへの積極参加などの取り組みを行っている．
研究活動としては，文部科学省科学研究費補助金を始めとする競争的資金の獲得に
努めるとともに，専門誌や国内外の学会，講演会などにおいて，研究成果を対外的に
公表している．また，博士研究員を採用し，若手研究者の育成に努めてきた．平成 18
年度から平成 27 年度までに採用した博士研究員の数を表 4.1 に示す．

表 4.1 博士研究員数の推移

※平成 26 年度から経費別職名の区別を廃止．

年 度 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

特定研究員
（グローバルCOE） 1 4 2 3 5

2 1

特定研究員
（科学研究） 1 2 1 1 1

特定研究員
（産官学連携） 2 2 1 2

特定研究員
（NEDO） 1 1 1

特定研究員
（科学技術振興）

研究員（COE）

1 1 3

研究員
（産官学連携）

研究員（NEDO） 1 1 1

研究員（科学研究） 1

研究員（研究機関） 1 2 1 2 3

研究員
（学術奨励研究） 1 1 1

採用数 3 3 6 10 7 7 10 6 3 1 4

－３３－― 33 ―



4.2 専攻別の研究活動
4.2.1 エネルギー社会・環境科学専攻
エネルギー社会・環境科学専攻の基幹講座における平成 28 年度における研究テー
マと研究成果は，それぞれ表 4.2 および表 4.3 に示すとおりである．

表 4.2 研究テーマ
分野名（教員名） 研究領域の概略紹介と研究テーマ

エネルギー社会工学
（石原慶一教授，
奥村英之准教授，
武本庸平技術職員）

エネルギー社会工学分野では，地球環境調和型社会システムの構築
を目指し，エネルギーや資源の有効利用と評価システムの体系化に関
する研究を行っている．特に，資源生産性の向上，すなわち，できる
だけ少ない資源（エネルギー資源，鉱物資源，土地資源など）でできる
だけ豊かな暮らしを提供するためにはどうしたらよいか？を目的とし
て，研究を進めている．主な研究テーマは以下のとおりである．
（1）メカノケミストリやスパッタリング，溶液法等を利用した機能性

材料の研究開発
（2）磁場，超音波，マイクロ波を用いた新規材料プロセスの開発・高

機能化・高効率化および現象解明
（3）Zスキーム・電荷分離利用担持型ワイドバンドギャップ光触媒半

導体の研究開発
（4）環境浄化触媒としての酸化物や炭化物材料の高機能化と評価
（5）製品のエネルギー・資源効率の評価
（6）エネルギー環境教育の実践と効果
（7）持続可能な社会のためのエネルギーシステム評価

エネルギー経済
（手塚哲央教授，
Benjamin C.
McLellan 准教授）

「持続可能な社会」を実現するためには，その将来像について，マ
クロ的・ミクロ的視点に基づく多様な評価指標により検討し，必要と
考えられる意思決定の枠組を構築することが求められる．エネルギー
経済分野では，その社会・経済システムのあり方の検討や望ましい社
会システム実現のための計画・制度設計を目的として，エネルギー経
済学およびエネルギーシステム学（エネルギー学）の教育・研究を行う．
具体的な課題例は以下の通りである．
（1）エネルギーシステム学－エネルギー需給システムの分析・計画・

評価・制度設計の新規な方法論の開発
（2）持続可能社会を指向したエネルギー資源・金属資源需給システム
のライフサイクル分析と評価
（3）地域におけるエネルギー需給分析と社会発展
（4）アジア地域におけるエネルギー・環境問題の検討－シミュレー
ションモデル分析に基づく意思決定と合意形成
（5）エネルギー資源，金属資源，水資源などの複数資源の統合需給シ
ステム計画

エネルギーエコシステ
ム学
（坂志朗教授，
河本晴雄准教授，
南英治助教，
Harifara F.
Rabemanolontsoa
特定助教）

石油など化石資源に替わるクリーンで再生産可能な植物バイオマス
の超臨界流体や熱分解による効率的バイオ燃料および有用ケミカルス，
さらにはバイオプラスチックへの化学変換によるバイオリファイナ
リーの教育・研究を行う．バイオ燃料の研究では，特に，バイオディー
ゼル，バイオエタノール，バイオメタン，バイオ水素，液体バイオ燃
料やバイオガスなどのバイオ燃料の研究・開発を行う．
（1）木質バイオマスの水熱反応によるバイオエタノール，バイオメタ

ン，バイオ水素，有用ケミカルスへの化学変換
（2）酢酸発酵によるリグノセルロースからの先進高効率エタノール生

産
（3）木質バイオマスの超臨界アルコールや超臨界フェノール類による

液体バイオ燃料の創製
（4）超臨界メタノールやカルボン酸メチル，炭酸ジメチルなどによる

油脂類からのバイオディーゼル燃料の創製
（5）木質バイオマスの熱分解によるバイオ燃料化と有用ケミカルスの

創製
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4.2.2 エネルギー基礎科学専攻
エネルギー基礎科学専攻の基幹講座における平成 28 年度における研究テーマと研
究成果は，それぞれ表 4.4，表 4.5 に示すとおりである．

表 4.4 研究テーマ

表 4.3 研究成果（平成 28 年 1 月～12 月）

エネルギー情報学
（下田宏教授，
石井裕剛准教授）

21 世紀社会に協応する理想的な人工システム構築のためのユニ
バーサルデザイン創成を志向し，環境調和型エネルギーシステム構築
の礎となる評価分析や実験を行うとともに，人間中心の人間機械協応
系や社会啓発のためのシステム構成に高度情報技術を活用する新しい
ヒューマンインタフェースの研究を行っている．主な研究テーマは以
下の通りである．
（1）プラント保守・解体作業支援への拡張現実感技術の適用
（2）拡張現実感技術用トラッキングシステムの開発
（3）オフィス執務者の知的生産性変動モデルの作成
（4）多視点裸眼立体視ディスプレイ LuminantCube の開発
（5）異文化コミュニケーションを促進する情報提示方法

エネルギー環境学
（東野達教授，
亀田貴之准教授，
山本浩平助教）

エネルギーの生産から利用に至る過程で発生する環境問題の現象解
明や，自然・人間環境系へのインパクトを分析・評価する．特にエア
ロゾルと呼ばれる微小粒子の人体影響や気候変動などの大気環境に関
わる諸問題の影響を定量的に評価するとともに，環境と調和したエネ
ルギーシステムや社会のあり方についてライフサイクル思考の視点か
ら研究を行っている．主な研究テーマは以下の通りである．
（1）東南アジアにおけるバイオマス燃焼エアロゾル性状特性の解明と

発生源同定
（2）大気エアロゾルの光学特性と地球放射収支への影響評価
（3）越境大気汚染物質の輸送中変質プロセスの解明
（4）環境モデルを用いた環境負荷物質の動態解析と環境影響評価
（5）空間統計学に基づく環境汚染物質の濃度分布予測モデルの開発
（6）大気質・リスク評価モデル解析と産業連関分析法との融合に基づ

く PM2.5 健康影響発生構造の解明
（7）新エネルギーシステムの環境影響評価法の開発

原著論文 国際会議論文 総説（解説） 著書 受賞 出願特許
50 20 6 4 4 3

分野名（教員名） 研究領域の概略紹介と研究テーマ
エネルギー化学
（萩原理加教授，
松本一彦准教授）

電気エネルギー，化学エネルギーなどの各種エネルギー変換と利用．
効率的な新規工業プロセスに関わる物質やシステムを対象に，以下の
ような研究を行う．
（1）溶融塩およびイオン液体の化学
（2）電気－化学エネルギー変換（ナトリウム二次電池，リチウム二次

電池，キャパシタ等）
（3）フッ化物等の機能材料の創製と応用
（4）機能性材料の構造解析

量子エネルギープロセ
ス
（佐川尚教授，
蜂谷寛准教授）

光を利用したエネルギー変換システムに関する研究を行う．有機分
子および無機半導体で構成される構造に光を照射したときの，励起状
態から基底状態に戻る緩和過程での発光，発電，あるいはそのほかの
仕事を高効率に引き出すような新材料およびプロセスを設計し，エネ
ルギー変換デバイスへの応用を図る．とくに，有機および無機材料か
らなるナノサイズの構造体を開発し，集光，光電変換，電荷輸送，貯
蔵，あるいは発光などの重要な機能の発現を目指した以下のような基
礎科学研究を行う．
（1）有機・無機複合ナノ構造体の材料設計
（2）それらの電子構造解析と光学特性評価
（3）光電変換素子（太陽電池や光触媒等）あるいは発光素子等への応用
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分野名（教員名） 研究領域の概略紹介と研究テーマ
機能固体化学
（高井茂臣准教授，
薮塚武史助教）

エネルギーと環境のための機能性固体材料の解析，設計ならびに合
成に関する研究．高いエネルギー変換効率を持ち，資源の有効利用な
らびに環境保護に優れた電気化学エネルギーに特に注目し，燃料電池
やリチウムイオン二次電池などの材料開発に取り組む．結晶化学の理
論に基づき，構造の精密な解析と設計を行う．マイルドエネルギープ
ロセスとして注目される，水溶液からの機能性セラミックス薄膜の合
成を行い，ナノパターニングなどへの応用について研究する．生物の
持つ環境に調和した高度な機能を活用するための，バイオマテリアル
の開発を行う．
（1）新規機能性セラミックスエネルギー材料の構造解析と設計
（2）リチウムイオン二次電池の材料解析と設計
（3）新規固体イオニクス材料の開発と固体酸化物型燃料電池への応用
（4）水溶液からの機能性セラミックス薄膜の合成ならびにナノ構造制

御
（5）環境調和バイオマテリアルの開発

プラズマ・核融合基礎
学
（岸本泰明教授，
今寺賢志助教）

超高温の核融合プラズマにおいて創出される複雑で多彩な非線形・
非平衡ダイナミックスや構造形成現象の背後にある物理機構を解明し，
核融合実現の基礎となる理論・シミュレーション研究を行う．また，
基礎プラズマ，超高強度レーザー生成プラズマ，相対論プラズマ，宇
宙・天体プラズマなど，荷電粒子多体系としてのプラズマが関与する
様々な学術・応用研究を，最新の理論・シミュレーション手法を駆使
しながら進める．また，実験研究も国内外の協力・共同研究を通して
行う．
具体的なテーマは
（1）核融合プラズマの乱流輸送・電磁流体（MHD）現象の理論・シ

ミュレーション研究
（2）高強度レーザーと物質との相互作用を中心とした高エネルギー密

度科学に関する学術・応用研究
（3）原子・分子過程，衝突・緩和過程を取り入れた基礎・自然・宇宙

プラズマに関する理論・シミュレーション研究
（4）荷電粒子多体系・ビームプラズマ・非中性プラズマの構造と制御

に関する理論・シミュレーション研究
（5）超並列計算機によるプラズマの大規模粒子・流体シミュレーショ

ン技術および数値アルゴリズムの開発研究
（6）大規模シミュレーションを中心に据えた遠隔共同システムに関す

る研究

電磁エネルギー学
（中村祐司教授，
石澤明宏准教授）

磁場閉じ込め核融合炉実現に必要となる超高温プラズマの複雑な物
理特性を，プラズマ実験解析，計測診断，理論・コンピュータシミュ
レーションを用いて明らかにし，先進的なヘリカル型磁場閉じ込め配
位の最適化研究を総合的に進める．
（1）ヘリオトロン J装置や LHD装置等における実験解析を行い，プ

ラズマの輸送特性，電磁流体的性質など，閉じ込め性能向上に必
要なプラズマ特性を明らかにする．

（2）プラズマ計測・診断によりプラズマの局所的性質を調べる．
（3）統合輸送シミュレーションコード等の実験データ解析ツールの開

発により，時間的・空間的に多階層性を示すプラズマの閉じ込め
特性を明らかにする．

（4）トーラスプラズマの輸送解析・粒子軌道解析・MHD平衡安定性
解析に基づき，先進磁場閉じ込め配位の最適化を図る．

プラズマ物性物理学
（田中仁准教授，
打田正樹助教）

磁場閉じ込め核融合で有望視されている球状（低アスペクト比）トカ
マクの実験を電子サイクロトロン周波数帯のマイクロ波電力を用いて
行う．加えて，荷電粒子群であるプラズマと電磁波動との相互作用の
研究，およびプラズマ診断法の開発も行う．
（1）球状トカマクプラズマの生成と加熱および電流駆動の研究
（2）電子バーンスタイン波加熱・電流駆動の研究
（3）開放端系（カスプ，スタッフドカスプ磁場配位）における電子サイ

クロトロン加熱プラズマの研究
（4）非中性プラズマの閉じ込めと非線形波動の研究
（5）プラズマ診断法（硬X線波高分析，高速軟X線断層像計測，電子

サイクロトロン幅射計測，重イオンビーム計測）の開発
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4.2.3 エネルギー変換科学専攻
エネルギー変換科学専攻の基幹講座における平成 28 年度における研究テーマと研
究成果は，それぞれ表 4.6，表 4.7 に示すとおりである．

表 4.6 研究テーマ

表 4.5 研究成果（平成 28 年 1 月～12 月）

表 4.7 研究成果（平成 28 年 1 月～12 月）

原著論文 国際会議論文 総説（解説） 著書 受賞 出願特許
48 29 7 5 8 2

分野名（教員名） 研究領域の概略紹介と研究テーマ
熱エネルギー変換
（石山拓二教授，
川那辺洋准教授，
堀部直人助教）

熱機関およびこれを中心とする動力システムの高効率化と環境影響
物質の排出防止を図ることを目的として，主に以下のような研究を
行っている．
（1）ディーゼル機関および火花点火機関の混合気形成と燃焼の制御
（2）燃焼・後処理技術による環境影響物質の低減
（3）燃料噴霧・噴流の着火・燃焼機構の解明
（4）エンジンシリンダ内燃焼過程と排出物質の予測
（5）代替燃料の利活用

変換システム
（塩路昌宏教授）

高効率，安全かつ環境に調和した熱エネルギー変換システムの設計・
制御・評価を目的として，種々の変換システム構築の基礎となる熱流
体媒体の物理・化学過程の解明とその制御に関する研究を行っている．
主な研究題目は以下のとおりである．
（1）均一および不均一混合気の着火と燃焼
（2）汚染物質生成の化学反応動力学
（3）乱流拡散火炎の構造
（4）レーザー計測および画像解析による燃焼診断
（5）乱流および燃焼の数値シミュレーション

エネルギー材料設計
（星出敏彦教授）

エネルギー変換に用いられる各種材料の設計と機器の設計の方法論
の確立のための理論的・実験的研究を行う．すなわち，これら先進構
造材料に要求される特性・強度・機能を合理的に把握し，新たなエネ
ルギー材料を設計・創成することを目的とした研究を行っている．主
な研究テーマは以下のとおりである．
（1）組合せ応力下の疲労き裂成長に関するシミュレーション解析
（2）機能性セラミック薄膜被覆材料の疲労強度特性の評価
（3）多孔質セラミックスの強度特性評価に関する実験手法の開発とそ

の理論的解析

機能システム設計
（今谷勝次教授，
木下勝之准教授，
安部正高助教）

エネルギー変換機構を担う各種の構造材料，電磁材料，機能材料の
力学的・電磁気的な挙動の解析を行い，内燃機関に替わる電磁力応用
機関や種々の電磁機器，構造物の最適設計や非破壊評価への応用を研
究している．さらに，より先進的な各種構造材料，傾斜機能材料，知
的材料のモデリングや創製を目指している．主な研究テーマは以下の
とおりである．
（1）非弾性体のモデリングとその応用
（2）電磁気材料の電磁・力学的挙動のモデル化と電磁機器の最適設計
（3）電磁場，超音波，熱を利用した欠陥，損傷，応力の非破壊評価
（4）圧電・光歪・磁歪材料，形状記憶合金などを利用したアクチュ

エータ，センサー

原著論文 国際会議論文 総説（解説） 著書 受賞 出願特許
5 3 6 1 0 0
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4.2.4 エネルギー応用科学専攻
エネルギー応用科学専攻の基幹講座における平成 28 年度における研究テーマと研
究成果は，それぞれ表 4.8，表 4.9 に示すとおりである．

表 4.8 研究テーマ

表 4.9 研究成果（平成 28 年 1 月～12 月）

分野名（教員名） 研究領域の概略紹介と研究テーマ
エネルギー応用基礎学
（土井俊哉教授，
堀井滋准教授）

機能性薄膜，超伝導線材，結晶配向制御技術，エネルギーデバイス
（1）エピタキシーおよび磁気遠隔力を利用した結晶方位コントロール

による機能性材料の高性能化
（2）圧延再結晶集合組織金属テープを活用した高性能高温超伝導線材

の開発
（3）非単結晶基板上への単結晶薄膜作製技術の開発

プロセスエネルギー学
（白井康之教授，
柏谷悦章准教授，
廣岡良隆技術専門職
員）

高密度電気エネルギー応用，超伝導応用機器，電力システム工学，先
進エネルギー変換・貯蔵，核融合工学，
（1）超伝導応用エネルギー機器の開発研究
（2）分散電源と新しい電力システム
（3）各種液体冷媒の熱流動特性と超伝導応用
材料分野における省エネルギーとCO2 削減
（1）スラグの有効活用と熱回収
（2）炭素資源の有効活用と炭素材料の高温反応

材料プロセス科学
（平藤哲司教授，
三宅正男准教授，
池之上卓己助教）

材料物理化学，電気化学，機能性薄膜，エコプロセス
（1）新しい機能性薄膜の溶液プロセスによる作製
（2）新しい表面処理法の開発に関する研究
（3）太陽電池用化合物半導体薄膜作製法の開発
（4）フォトニック結晶の作製法の開発

プロセス熱化学
（長谷川将克准教授）

材料熱化学，材料リサイクリング，センサー開発
（1）不均一酸化物融体を用いた有害元素の除去プロセス
（2）有害物質を含まない溶融促進剤および接着剤の開発
（3）材料生産プロセス制御用センサーの開発

資源エネルギーシステ
ム学
（馬渕守教授，
袴田昌高准教授，
陳友晴助教）

エコマテリアル，ナノマテリアル，資源地質
（1）循環指向型超軽量金属
（2）高機能性ナノ結晶金属，ナノポーラス金属
（3）岩石破壊メカニズム・間隙構造解析

資源エネルギープロセ
ス学
（宅田裕彦教授，
浜孝之准教授）

計算物理学，加工プロセス，混相流体力学，プロセスシミュレーショ
ン，環境調和型材料加工
（1）自動車用部品の軽量化のための成形法およびそのシミュレーショ

ン
（2）高温固体金属の水冷却機構の解明および最適化

ミネラルプロセシング
（楠田啓准教授，
藤本仁准教授，
日下英史助教）

地球環境調和型資源エネルギーシステム，資源循環，環境浄化，選鉱
（1）ガスハイドレートの基本物性
（2）ハイドレート化技術のガス精製への応用
（3）メタン発酵技術の高効率化
（4）地球環境調和型微粒子プロセシング
（5）マイクロバブルフローテーション
（6）有機微粒子の浮選

原著論文 国際会議論文 総説（解説） 著書 受賞 出願特許
26 15 8 0 15 4
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第 5章 社会への貢献

5.1 教員の所属学会
5.1.1 エネルギー社会・環境科学専攻（基幹講座）
エネルギー・資源学会（4），日本エネルギー学会（4），日本木材学会（3），日本エ
アロゾル学会（3），大気環境学会（3），日本化学会（3），日本建築学会（2），日本 LCA
学会（2），日本材料学会（2），セルロース学会（2），ヒューマンインタフェース学
会（2），日本原子力学会（2），日本保全学会（2），京都エネルギー・環境研究協会（2），
粉体粉末冶金協会（2），American Geophysical Union（2），International Academy
of Wood Science（2），日本鉄鋼協会（1），廃棄物資源循環学会（1），日本金属学会
（1），日本分析化学会（1），応用物理学会（1），計測自動制御学会（1），電気化学会
（1），電気学会（1），光化学協会（1），日本磁気科学会（1），システム制御情報学会
（1），日本バーチャルリアリティ学会（1），PIXE研究協会（1），地理情報システ
ム学会（1），電子情報通信学会（1），自動車技術会（1），開発技術学会（1），形の科
学会（1），触媒学会（1），未踏科学技術協会（1），日本シミュレーション学会（1），
環境経済政策学会（1），日本環境化学会（1），日本内分泌撹乱化学物質学会（1），
日本薬学会（1），日本公共政策学会（1），Scientific Reports（1），International
Association for Energy Economics（1），International Energy Agency Task 39
（Liquid Biofuels）（1），IEEE（1），Sigma Xi（The Scientific Research Society）（1），
American Oil Chemists’ Society（1），European Geosciences Union（1），Applied
Energy（1），The Institution of Chemical Engineers（1），International Marine
Minerals Society（1），SEED/Net Energy Engineering（1），J. Sustainable Energy
& Environment（1），J. Analytical and Applied Pyrolysis（1），Resources（1），J-
Sustain（1），Petroleum Engineering（1），KMITL Science and Technology Journal
（1），Asian Journal of Atmospheric Environment（1）

（以上の学会の主な役員（会長，理事，評議員など）の件数は 31）

5.1.2 エネルギー基礎科学専攻（基幹講座）
電気化学会（4），日本化学会（4），日本原子力学会（1），炭素材料学会（1），日本物
理学会（9），プラズマ・核融合学会（6），レーザー学会（1），固体イオニクス学会（1），
日本結晶学会（1），日本熱測定学会（1），日本中性子科学会（1），日本セラミック
ス協会（2），日本材料学会（1），日本フッ素化学会（2），日本バイオマテリアル学
会（1），高分子学会（1），日本応用物理学会（2），日本金属学会（1），日本エネルギー
学会（1），ニューセラミックス懇話会（1），新無機膜研究会（1），The American
Chemical Society（3），The Electrochemical Society（4），International Society for
Ceramics in Medicine（1），Materials Research Society（1）

（以上の学会の主な役員（会長，副会長，理事，評議員など）の件数は 2）

5.1.3 エネルギー変換科学専攻（基幹講座）
日本機械学会（7），日本材料学会（4），自動車技術会（4），日本保全学会（1），日本
AEM学会（2），日本燃焼学会（2），日本非破壊検査協会（1），日本塑性加工学会（1），
マリンエンジニアリング学会（1），エネルギー資源学会（1），可視化情報学会（1），
水素エネルギー協会（1），軽金属学会（1），日本磁気学会（1），Society of Automotive
Engineering（3），The American Society for Testing and Materials（1），European
Structural Integrity Society（1）
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（以上の学会の主な役員（会長，副会長，理事，評議員など）の件数は 4）

5.1.4 エネルギー応用科学専攻（基幹講座）
日本鉄鋼協会（8），資源・素材学会（7），日本金属学会（6），日本塑性加工学会（5），
軽金属学会（4），応用物理学会（4），低温工学・超電導学会（3），表面技術協会（3），
環境資源工学会（2），電気学会（2），日本化学会（2），日本材料学会（2），TMS（米
国金属資源学会）（2），環境放射能除染学会（1），日本エネルギー学会（1），日本機
械学会（1），日本流体力学会（1），日本磁気科学会（1），廃棄物資源循環学会（1），
日本熱電学会（1），日本物理学会（1），電気化学会（1），米国機械学会（1），ECS
（Electrochemical Society，米国電気化学学会）（1），MRS（Materials Research
Society，米国材料学会）（1），粉体粉末冶金協会（1），日本銅学会（1），International
Society for Rock Mechanics（1），資源地質学会（1），日本応用地質学会（1），情報
地質学会（1），日本地熱学会（1），エネルギー資源学会（1），石油技術協会（1），日
本マイクロバブル・ナノバブル学会（1）

（以上の学会の主な役員（会長，副会長，理事，評議員など）の件数は 13）

5.2 広報活動
5.2.1 ホームページ
ホームページを充実し，各種刊行物の継続的改訂を行って，エネルギー科学研究科
の教員の最新の研究内容なども広く社会に広報するよう努めている．特にホームペー
ジについてはその特長を活かせるよう，古い情報を整理し常に最新の情報を載せられ
るように追加・更新作業の簡易化をはかり，迅速な情報発信に努めている．また，情
報の収集・発信に関しては，著作権，プライバシーその他の人権に十分配慮している．
エネルギー科学研究科に関する情報（理念，組織など），教育研究委員会による学習
要覧やシラバス，入試委員会による入試要項，基盤整備委員会による自己点検・評価
報告書，公開講座や国際エネルギー科学コース（IESC : International Energy Science
Course）の案内，図書室からの図書情報，同窓会情報，掲示板機能による各種お知ら
せ（随時更新），国際交流委員会の活動内容紹介など様々な掲載を行っている．
また，エネルギー科学研究科における研究活動の迅速な公開および京都大学全学の
ホームページとの連携を強化する為，研究科のホームページから京都大学教育研究活
動データベースにアクセスできるようにリンクを整備している．各専攻のページにお
いては各講座，分野の紹介，各分野のホームページへのリンクや入試説明会などの情
報を各専攻の責任において公開している．

5.2.2 各種刊行物
広報委員会においては，ホームページによる情報発信の他，冊子として本研究科発
行の研究科和文パンフレット（毎年改訂），英文パンフレット（隔年改訂），エネルギー
科学研究科広報（毎年発行）を編集・発行している．同時にその内容は，ホームページ
にも掲載し，最新の情報を学内外に発信している．パンフレットは，募集要項と共に
受験生に配布し大学院入試の情報提供の一環として役立っているほか，研究科の全体
を知る資料として種々の機会を利用して配布している．エネルギー科学広報は，研究
科の一年間の活動について客観的な情報を網羅した公式記録としての位置づけでとり
まとめるとともに，研究科内で特筆すべき事項についても，随時編集し情報提供を行っ
ている．
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5.2.3 公開講座
広報活動の一環として，年一回の公開講座を行っている．今年度は「核融合～未来
のエネルギーと私たちの生活」をテーマに 11 月 12 日，総合研究 11 号館講義室 114
にて開催し，一般市民に対して最新の研究をわかりやすく紹介した後，来聴者と講師
との懇談の場を設けた．また，来聴者に本講座に関するアンケートを実施した．アン
ケート用紙および調査結果を付録Dにつける．調査結果は，広報委員会において分
析を行ったので今後の公開講座企画の際に参考にする予定である．本年度の公開講座
のテーマおよび 2件の講演テーマ，講演者は表 5.1 のとおりである．

5.2.4 時計台タッチパネルによる研究科紹介
全学広報活動の一環として，一昨年度より本学時計台記念館 1階および学士会館 1
階（東京都千代田区）設置のディスプレイにおいて，タッチパネル方式により各学部・
研究科紹介を行っている．本研究科も，研究・教育拠点としての特長，アドミッショ
ン・ポリシー，授業風景などハイライトシーン，各専攻の研究内容の紹介などを織り
込んだコンテンツを制作し，公開している．

5.2.5 広報活動の改善
研究科ホームページに関して記載内容の修正・更新を実施した．さらに，常に最新
の情報を正しく提供できるようホームページ運用ルールの改定を行った．また，前述
のように，公開講座の聴講者にアンケートを実施し，広報委員会にてアンケート結果
の分析を行い，実施方法および内容の改善に役立てている．

5.3 国際交流
5.3.1 概要
本研究科の国際交流については，本研究科に平成 11 年度（1999 年度）に設置された
国際交流委員会が主体となって活動している．国際交流活動としては，英文ホームペー
ジによる研究科の紹介などの海外向けの広報活動，ならびに研究者や学生交流に関す
る諸活動を実施している．また，同委員会は，全学ならびに関連学部・研究科と連携
を取りながら，学術交流協定等の海外学術機関との交流，研究者交流，留学生に関す
る諸事業など，本研究科の国際交流に関わる諸事業の審議，実行を行っている．
平成 21 年度に文部科学省が公募したグローバル 30 事業に京都大学が拠点大学の一
つとして採択され，本学に「京都大学次世代地球社会リーダー育成プログラム（Kyoto
University Programs for Future International Leaders : K.U.PROFILE）」と題する
新たな教育コース群が設置された．本研究科ではエネルギー応用科学専攻を除く三専
攻において，平成 22 年 10 月から修士課程（定員 10 名），平成 24 年 4 月から博士後期
課程（定員 10 名）において，英語のみで学位が取得できる，国際エネルギー科学コー
ス（IESC）を設置し，平成 23 年 10 月には 3名の修士課程への留学生を受け入れた．
これに先立ち，平成 22 年 8 月と 3月に外国人特定教員各 1名を採用している．平成
25 年度には特定准教授を基幹講座に採用した．さらに，関連文書の英文化など教育

表 5.1 平成 28 年度エネルギー科学研究科公開講座
核融合～未来のエネルギーと私たちの生活－

（1）核融合への期待，
究極のエネルギー実現に向けて今大きく前進 岸本 泰明教授

（2）核融合へのもう一つの期待，
中性子源として先端技術へ応用 増田 開准教授
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研究委員会，入試委員会さらには国際化・留学生対応委員会と連携を取りつつ，国際
交流の一環として国際交流委員会において取り組んでいる．平成 26 年度には，オン
ライン申請も可能として書類送付を不要とするよう便宜を図った．平成 29 年 4 月か
らは，エネルギー応用科学専攻においても博士後期課程への入学者の募集を開始し，
IESC にエネルギー科学研究科の全専攻が参画することとなった．
平成 24 年度世界展開力強化事業に農学部，医学部などとともに共同提案した「『人
間の安全保障』開発を目指した日アセアン双方向人材育成プログラムの構築」に採択
され，ASEANの大学との交換留学を促進することが目的であり，バンドン工科大学，
ガジャマダ大学，マラヤ大学，チュラロンコン大学，国立シンガポール大学とのダブ
ル・ディグリープログラムを開始するための準備を行ない，これらASEAN諸国の
大学とのダブル・ディグリープログラム実施のための大学間協定を締結した．これに
基づき，平成 26 年度以降在学生にダブル・ディグリー制度の紹介を行い，履修が開
始されている．学生交流については，平成 28 年度は特別研究学生 2名，短期交流学
生のべ 41 名であり，平成 27 年度は特別研究学生 1名，短期交流学生 30 名，平成 26
年度は特別研究学生 3名，短期交流学生 12 名，平成 25 年度は特別研究学生 2名，短
期交流学生 25 名，平成 24 年度は特別研究学生 3名，短期交流学生 1名の受入れがあ
り，学生派遣については，平成 25 年度は 3名，平成 26 年度は 2名，平成 27 年度は
1名，平成 28 年度は 5名を派遣した．単位互換や研究指導委託については，まだ折
衝中の大学もあるが，マラヤ大学・チュラロンコン大学においては条件が整い，双方
の大学で取り決めを作成し，ダブル・ディグリーを含む共同学位プログラムの実施を
進めている．そのほか，AUN（ASEAN大学連合）への登録大学との学生交流を進め，
ウィンターセミナー開催，短期留学支援，等の様々な国際的取り組みとともに，積極
的にリクルート活動を展開している．とくに，短期交流学生の募集に対して平成 25
年度および平成 26 年度とも約 300 名の応募があり，そのうちから平成 26 年 1 月には
23 名，平成 27 年 1 月には 12 名の学生を選抜して受け入れ，2週間の交流プログラム
を実施した．平成 27 年度と今年度は，本学の国際化支援体制強化事業（エネルギー科
学短期研修プログラム）および上述の世界展開力強化事業が連携し，エネルギー科学
研究科と人間の安全保障開発連携教育ユニットの共催によるウィンターセミナー「人
間の安全保障開発とエネルギー科学」を開催した．100 名以上の応募者から選抜され
たASEAN諸国等からの学部学生（平成 27 年度 28 名，平成 28 年度 25 名）が参加し，
エネルギー科学研究科，エネルギー理工学研究所，人間の安全保障開発連携教育ユニッ
ト等の教員による 10 の講義が行われ，フィールドトリップとして今年度は大阪ガス
株式会社泉北事業所と京都大学原子炉実験所を訪問し，各種エネルギー技術の基礎と
日本におけるそれらの利用状況，今後それらの利用を拡大するための社会的・経済的・
技術的諸課題について学習した．
一方，平成 26 年度に採択された東京電力福島第一原子力発電所事故後の原子力に
関する教育と訓練における欧州・日本交換プロジェクト（EUJEP 2）における欧州原子
力教育ネットワーク連合からの学生受入と派遣を実施し，平成 27 年度はベルギー原
子力研究センター（SCK・CEN）へ修士課程学生 1名を派遣し，平成 28 年度はトリノ
工科大学へ同じく修士課程学生 1名を派遣した．
留学生を対象とした研修旅行を平成 20 年度から継続して毎年実施しており，平成
28 年度は 11 月 22 日に，留学生 19 名，事務職員 2名，教員 2名の計 23 名で，川崎
重工業株式会社明石工場及び姫路城を見学，研修した．留学生にとっては相互理解を
深め，日本文化や日本の工業への見聞を広めて今後の勉学・研究に活かせるよい機会
となり，大変好評であった．
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5.3.2 学術交流
表 5.2 部局間協定締結状況（平成 29 年 3 月現在）

表 5.3 エネルギー科学研究科研究者交流数の推移（平成 29 年 3 月現在）

＊授業料不徴収協定締結校

協 定 校 国 名 締結年
上海交通大学＊ 中華人民共和国 1998
グルノーブル工科大学＊ フランス共和国 1999
エアランゲン・ニュルンベルグ大学工学部 ドイツ 2002
韓国科学技術院（KAIST）工学研究科＊ 大韓民国 2002
ドルトムント工科大学生物化学・化学工学部＊ ドイツ 2003
チャルマーシュ工科大学＊ スウェーデン 2003
カイザースラウテルン大学＊ ドイツ 2003
ノルウェー科学技術大学＊ ノルウェー 2003
大連理工大学 中華人民共和国 2003
バーミンガム大学 工学研究科他 連合王国 2003
亜洲大学校エネルギー学科 大韓民国 2006
廣西大学物理学科・工学技術学院 中華人民共和国 2006
釜慶大学校 工科大学 大韓民国 2007
東義大学校 大韓民国 2007
ラジャマンガラ工科大学 タンヤブリ校 タイ 2007
ハルピン工程大学 核科学・技術学院 中華人民共和国 2007
カールスルーエ大学プロセス工学部 ドイツ 2008
リンシェーピン大学 スウェーデン 2009
マレーシア工科大学機械工学部他＊ マレーシア 2009
エネルギー環境合同大学院（JGSEE）＊ タイ 2009
キングモンクット工科大学ラカバン校 タイ 2009
ニューヨーク市立大学 アメリカ合衆国 2010
スイス連邦工科大学チューリッヒ校＊ スイス 2010
サイアムセメントパブリック社 タイ 2011
浙江大学 能源工程学院＊ 中華人民共和国 2017

年 度

外国人教員（在籍数）

小 計
招へい
外国人
学者

外国人
共同
研究者

教員の
外国出張，
研修渡航回数

客員
教授・
准教授

准教授・
講師・
助教＊

平成18年度
（2006年度） 1 3 4 0 6 101

平成19年度
（2007年度） 1 3 4 1 3 84

平成20年度
（2008年度） 1 2 3 2 4 69

平成21年度
（2009年度） 1 2 3 1 1 93

平成22年度
（2010年度） 1 2 3 3 0 85

平成23年度
（2011年度） 1 2 3 2 3 89

平成24年度
（2012年度） 1 2 3 4 3 94

平成25年度
（2013年度） 1 2 3 3 0 67
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表 5.2 に，これまでの部局間交流協定の締結状況を示す．これ以外に，研究科内の
各専攻では，それぞれに専攻間交流協定を締結しており，研究者ならびに学生の交流
実績を有している．
本研究科では，外国人教員の採用，外国人学者の招へい，教員の海外渡航などの実
績を有している．表 5.3 に年度ごとの実績の推移を示す．本研究科には，外国人客員
教員の分野が設置され，エネルギー科学のそれぞれの分野における第一線の教育・研
究者を客員教授として海外から迎えている．外国人客員教授の採用は，研究科教員と
の共同研究の活性化に直接寄与するとともに，英語による講義を通して学生の国際感
覚の涵養に大きく貢献している．外国人常勤教員としては，平成 9年に助手 1名，平
成 14 年度に講師 1名，平成 16 年度に助手 1名，平成 18 年度に助教授 1名を採用し
ている（ただし，職名は平成 18 年度以前のもの）．なお，前述のように平成 22 年度に
は IESC 教育のために外国人の特定教授 1名，特定准教授 1名を採用し，特定教授は
平成 26 年度まで継続雇用した．また，特定准教授は平成 25 年度に基幹講座准教授に
採用した．外国人研究者の受け入れは，各専攻，各講座でも活発に行われている．ま
た，表 5.3 に示すように，いずれの年度においても教員の海外渡航の実績は数多くあ
り，国際会議への参加，共同研究，調査研究など，本研究科教員の盛んな国際的活動
を反映するものである．
21 世紀 COEの後継としてグローバルCOEの活動をはじめとして，本研究科では
国内外で国際シンポジウムを積極的に主催・共催してきた．平成 28 年度は表 5.4 に
示す 5件のシンポジウムを開催している．また，タイに設立している海外教育拠点や
欧州拠点ハイデルベルクオフィス等を通して，引き続き研究と教育の両面で国際交流
を進めている．京都大学が実施する種々のプログラムにも積極的に協力して国際化を
推進し，平成 27 年度全学経費（特別協力経費）要求「エネルギー科学教育国際集会事
業実施経費」が採択され，「エネルギー科学教育国際集会」を平成 28 年 9 月に開催し，

表 5.4 国際シンポジウム開催状況

＊）平成 18 年度以前の職名：准教授→助教授，助教→助手

開催期間 シンポジウム名 開催場所

9月 5日～6日 International Workshop on Energy Science
Education（エネルギー科学教育国際集会） 日本，京都

11 月 5 日～7日
Zhejiang University-Kyoto University
International Symposium on Energy and
Agricultural Science（エネルギー科学と農学に関
する浙江大学－京都大学国際シンポジウム）

中国，杭州

11 月 28 日～30 日 6th International Conference on Sustainable
Energy and Environment タイ，バンコク

11 月 30 日 SEE Forum タイ，バンコク

1月 23 日 Kyoto-Ajou-Zhejian Joint Symposium on Energy
Science 日本，京都

平成26年度
（2014年度） 1 3 4 1 6 90

平成27年度
（2015年度） 1 3 4 1 7 52

平成28年度
（2016年度） 3 2 5 2 5 73
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諸外国との協調に基づく国際エネルギーネットワークの構築，大学院の教育・学位シ
ステムの充実化と大学院教育の国際化，エネルギー科学の素養を有するグローバル人
材の育成を実現させるための学術交流，学生交流について諸外国関係者との連携を深
めた．一方，平成 28 年度国際シンポジウム開催計画「エネルギー科学及び農学に関
する浙江大学－京都大学国際シンポジウム」にも採択され，平成 28 年 11 月に国際シ
ンポジウムを合同開催し，浙江大学との博士後期課程ダブル・ディグリー制度設計に
ついての協議と合同シンポジウムを開催し，教員，学生の研究協力を進めた．平成 29
年 1 月にはアジョウ大学および浙江大学との合同シンポジウムを企画し，GCOE科
目の国際エネルギーセミナー（グループ研究）の一環としても学生の国際感覚の涵養に
貢献した．また，国際教育プログラムの講義に名誉教授を含め 3科目（エネルギー・
環境 1, 2）を提供しており，学際的領域であるエネルギー科学の普及に努めている．

5.3.3 学生交流

本研究科では，留学生の受け入れを積極的に推進しており，修士課程（外国人留学
生特別選抜），博士後期課程（外国人留学生特別選抜），ならびに三専攻では国際エネ
ルギー科学コース（IESC）に世界各国からの留学生を受け入れている．
表 5.5 に過去 12 年間の留学生受け入れ状況の推移を示す．とくに博士後期課程学
生の受け入れは，平成 16 年度～18 年度ではほぼ同程度の 30 名前後で推移していた
が，平成 19 年度以降はさらに増加傾向がみられる．修士課程の留学生数は年々増加
している．博士後期課程の在学生は特別コースの終了の影響があり減少しているが，
修士課程と博士後期課程を併せて総計 61 名の留学生が在籍している．

表 5.5 エネルギー科学研究科留学生数の推移
（各年度 5月 1日現在の在籍数）

注）（ ）内は国費留学生の内数

留学生種別 修士課程 博士後期課程 聴講生・特別
聴講学生

研究生・特別
研究学生 合 計

平成18年度
（2006年度） 4 26（24） 1 3（1） 34（25）

平成19年度
（2007年度） 5（2） 31（25） 0 4（2） 40（29）

平成20年度
（2008年度） 7（2） 38（30） 1 4（1） 50（33）

平成21年度
（2009年度） 11（2） 42（33） 0 2（1） 55（36）

平成22年度
（2010年度） 13（4） 46（31） 1 2 62（35）

平成23年度
（2011年度） 14（2） 47（28） 0 3（1） 64（31）

平成24年度
（2012年度） 14（1） 49（27） 0 3 66（28）

平成25年度
（2013年度） 19（5） 41（24） 0 4（1） 64（30）

平成26年度
（2014年度） 18（5） 31（17） 0 2（0） 51（20）

平成27年度
（2015年度） 20（2） 28（16） 0 6（2） 54（20）

平成28年度
（2016年度） 26（5） 35（15） 0 6（2） 67（22）
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外国人留学生特別選抜は毎年 8月（博士後期課程）と 2月（修士課程，博士後期課程）
に実施している．また，IESC では，平成 28 年度に 11 名の留学生を受け入れた．
また，エネルギー科学研究科に在籍する学生に対しては，交流協定を締結している
海外の大学を中心に留学を推奨している．平成 27 年度は東京電力福島第一原子力発
電所事故後の原子力に関する教育と訓練における欧州・日本交換プロジェクト
（EUJEP 2）において，欧州原子力教育ネットワーク連合の一つであるベルギー原子力
研究センター（SCK・CEN）へ修士課程学生 1名を派遣し，平成 28 年度はトリノ工科
大学へ同じく修士課程学生を 1名を派遣した．また，平成 28 年度日本学生支援機構
（JASSO）協定派遣プログラムに採択され，平成 28 年 10 月に修士課程学生 2名をボ
ルドー大学へ派遣した．さらに，優秀な研究者・若手研究者を積極的に海外に派遣し，
また海外から招へいすることにより国際交流を行うことも企画している．

5.4 高大連携事業
本研究科では，近隣府県の高等学校と協力して，高大連携科目の提供や高校生の研
究室見学等にも積極的に取り組んでいる．例えば，平成 19 年度から滋賀県立膳所高
校の生徒に対して「エネルギー科学と社会環境コース」の講座を提供しており，高校
生への教育とともに優秀な学生の獲得にも貢献している．平成 28 年度に実施した高
大連携事業を表 5.6 に示す．

表 5.6 平成 28 年度に実施した高大連携事業
実施日 専攻名 高等学校名 内 容

通 年
エネルギー社
会・環境科学
専攻

滋賀県立膳所高等学校

エネルギー社会・環境科学専攻 6分野に
より年間を通して，特別授業・出前授業・
施設見学を実施．
（文部科学省「スーパーサイエンスハイ
スクール事業」関連）

H28.7.22 エネルギー応
用科学専攻 大阪府立大手前高等学校

大手前高等学校サマースクールの一部と
して，材料プロセス科学分野において講
義及び施設見学

H28. 8.25 エネルギー応用科学専攻

兵庫県立神戸高等学校
ラッフルズ・インスティ
テューション（シンガ
ポール）

資源エネルギー学分野及びミネラルプロ
セシング分野において講義及び施設見学
（文部科学省「スーパーサイエンスハイ
スクール事業」，JST「さくらサイエン
スプラン」関連）

H28.12. 7 エネルギー科学研究科 福井県立敦賀高等学校
エネルギー科学研究科各専攻において，
講義及び施設見学
（平成 28 年度環境・エネルギー教育支援
事業関連）

－４６－― 46 ―



第 6章 目標達成度の評価と将来展望

6.1 目標達成度の評価
平成 28 年度に設定した目標・計画に対しては，各専攻，各委員会，センターがそ
れぞれ主導的役割を果たすことによって概ね達成できたものと考えられる．とくに，
下記の委員会において達成度が評価・検討された．

〈将来構想委員会〉
第二期中期目標期間の教育研究評価に関する評価報告書を取りまとめ，本部に提出
した．いくつかの項目においては「期待される水準を上回る」と自己評価したが，本
部による判定は「期待される水準にある」にとどまり，今後これを上回る評価が得ら
れるよう努力する必要がある．また，第三期中期目標・中期計画については年度当初
に確認を行い，中間評価，年度末評価を行った．昨年行った教育評価の評価項目につ
いても議論を行い，今後の評価体制について継続して審議することとした．これらに
関しては目標を概ね目標を達成している．其の他に，今年度から実施される「評価指
標達成促進経費」に関する指標選択に関して議論を行い，次年度以降戦略的に重点項
目を定めて確実な指標達成を行なうことが重要であることを認識した．

〈広報委員会〉
大学の中期目標・中期計画に基づき年度ごとの計画と達成について広報委員会で検
討し，年度初めに各委員会に計画の確認を図り，年度末に，達成状況を確認している．
大学の中期目標・中期計画に基づき策定した行動計画のH28 年度の目標はいずれも
達成している．

〈国際交流委員会〉
国際交流に関しては，学術交流において海外の大学等研究機関との部局間交流協定
の更新や新たな締結，およびダブル・ディグリーを含む共同学位プログラム実施のた
めの継続協議を行った．学生交流においては，ウィンターセミナーの募集対象を拡大
して実施すると共に，国際エネルギー科学コース（IESC）のインターネットを利用し
た情報発信を積極的に実施したことによる受験者数の倍増（前年度比）を達成した．ま
た，エネルギー科学教育国際集会およびエネルギー科学及び農学に関する浙江大学－
京都大学国際シンポジウムを開催し，本学国際戦略「2x by 2020」への貢献も踏まえ
て，諸外国との協調に基づく国際エネルギーネットワークの構築，大学院の教育・学
位システムの充実化と大学院教育の国際化，エネルギー科学の素養を有するグローバ
ル人材の育成を実現させるための学術交流，学生交流をさらに積極的に検討している．

他の委員会の活動状況も踏まえ，本年度の進捗状況としてはほぼすべての項目で「年
度計画を順調に実施している」と判断した．そのうち，上記委員会の活動以外として，
経理および施設管理に関する状況を以下にまとめる．

外部資金については，例年と同様に構成員の活発な研究活動を背景に獲得に努めた
結果，今年度は 3月 31 日現在で，合計 115 件，約 6億 1千万円を獲得できている．
昨年度に比べて件数は若干（18 件）減少したものの，大型プロジェクトが増額された
ため総額については大幅に増加し，間接経費を通して研究科の運営に大いに寄与して
いる．また，文部科学省からの運営費交付金が年々減少しているなか，第 3期中期目
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標期間においては，総長裁量経費のうちの 1億円が，評価指標達成促進経費として部
局に傾斜的に予算配分されることとなった．この制度では，重点戦略に基づき全学的
に達成する必要がある 23 項目の指標が定められ，各部局において翌年度に取り組む
指標を 3つ選択し，それぞれの評価指標への「貢献度」と「伸び率」を学内で順位付
け・点数化されて，その合計点数に応じて上位 20 部局程度に予算が傾斜配分される．
目標達成度に応じたインセンティブを付与することで重点戦略項目への部局の取り組
みを促進し，本学の機能強化が推進されることが期待されている．本年度は途中から
の実施となったため，全ての評価指標における各部局の実績値の伸び（26 年度→27 年
度）を基に点数換算され，合計点上位の 30 部局に対して予算配分が実施されたが，本
研究科は惜しくも上位 30 部局に入らず配分はなかった．本制度上の問題はいろいろ
指摘されているものの，当面は計画通りの方式で運用される事となり，次年度の獲得
を目指した適切な指標の選択について検討した．
先端エネルギー科学研究教育センター（以下，先端センターという）においては，共
同利用施設や実験設備の集中的な管理を行っている．本年度は，新たに採用された技
術職員にその管理の一端を担っていただくこととなり，装置の一部更新等と併せてス
ムースな運営が図られた．また，先端センターの管理下にある実験室・研究室の共用
スペースも，本年度は全室が有償使用・運用されており，研究科の専有面積を有効に
利用できたと評価できよう．

6.2 将来展望
本研究科では，博士後期課程入学定員充足率の改善が喫緊の課題であり，「1・2本
年度の重点的取組み」において記載した通りの様々な対応策を打ち出している．また，
大学においても博士課程へ進学しようという意思を持つ学生に対しては，早い段階で
の奨学金給付支援の実施を予定しており，経済的負担を軽減することにより大学全体
として博士課程進学者の増加を図っている．そのほかの事項について，研究科の将来
展望および課題を列挙する．
（1）定員削減への対応
国立大学法人への移行後，大学改革促進化係数として運営費交付金が毎年 1～1.3％
削減され，京都大学ではその後の 10 年間での削減額が 1,300 億円に達している．そ
のため，これまで通りの人件費を賄う事が困難となって教職員の定員削減を余儀なく
され，エネルギー科学研究科でも平成 20 年以降に計 5名分の教職員ポストが削減さ
れている．来年度期初においては，さらに助教ポスト 1名の削減が要請されており，
今後の教育・研究に対する影響が憂慮される．再配置定員や卓越研究員制度を活用し
て，研究科の承継定員の増加やポストの有効活用が望まれる．再配置定員については，
本学としての特色や強みをさらに発揮できるような教育研究等に充当するとして，こ
れまでは国際高等教育院における外国人教員受入制度設計に基づいて雇用した外国人
教員を，継続的に定員内に溶け込ませてきた．それに加えて，今後はミッションの再
定義や教育研究組織改革を踏まえた有効な組織見直しや再編，更なる機能強化に資す
る計画に必要な人材の要求が優先され，スクラップアンドビルドによる改組の実施ま
たは計画が評価される．
（2）指定国立大学法人制度への対応
来年度に制度化される「指定国立大学法人」は，世界最高水準の教育研究活動の展
開が相当程度見込まれる大学に対して文部科学大臣が指定するもので，研究成果の活
用促進のための出資対象範囲の拡大や役職員の報酬・給与等の基準設定の自由度増加
の特例が認められる．併せて，土地等の第三者への貸し付けや寄附金等自己収入の収
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益性の高い金融商品への投資等，資産の有効活用に資する規制緩和が行われ，これに
より国際的に卓越した人材確保が期待できる．京都大学では，この指定国立大学法人
への認定を目指してWINDOW構想をコンセプトとして掲げ，向こう 10 年のグラン
ドデザインを明示するとともに，必要な各種制度改革を立案，具体化している．研究
力強化/国際協働，人材育成・獲得／国際化，社会との連携，ガバナンス・財務基盤
の強化のそれぞれについて，現状と自己評価を踏まえて新たな取組み・活動が構想さ
れている．
その中の学生に係る取組みの一つに，吉田カレッジの基本構想の策定と実現がある．
これは海外高校生へ働きかけ，英語によるアドミッションおよび教養・共通教育科目
や日本語教育を提供するもので，専門教育段階から日本語で講義等を受講し，グロー
バル展開を図る日本企業への留学生輩出を目指している．併せて，国際社会で活躍す
る日本人学生の養成を強化するため，留学生とともにグループワークやプロジェクト
等を進める科目や英語による教養科目を必修とする履修コースを設ける．先ずは，来
年度に全学部を受入対象として 5名程度の優秀な留学生を選抜し，10 月からの予備
教育を開始する予定であり，兼担学部を通じて研究科へも協力依頼が来よう．
（3）第 3期中期目標・中期計画の進捗管理
本年度から第 3期中期目標・中期計画が始まったことを受けて，大学の実施細目に
対応し，研究科としての行動計画および計画に対する進捗管理が行われた．本年度に
ついては，ほぼすべての項目で「年度計画を順調に実施している」と判断されたが，
来年度以降も計画に則して活動・事業を展開し，継続して部局内各委員会を中心とし
た確実な進捗管理を実施することが求められる．とくに，男女共同参画推進アクショ
ンプランへの対応，実効性のある活動・イベントの実施が求められよう．また，必要
に応じてここに新たな取組みを付加して，研究科の発展を模索することが期待される．
（4）国際化への対応
国際化に関しては，これまでから積極的に取り組み，本年度はとくに様々なイベン
トを実施した所ではあるが，来年度も引き続き活発な活動が期待される．ダブルディ
グリーについては，既にボルドー大学との協定が交わされており，具体的な学生交流
が開始される．浙江大学についても部局間学生交流協定を締結して協議が進められて
おり，カリキュラム要件等の摺り合せの進展が望まれる．また，国際化への学内支援
の可能性については不明であるが，IESC の維持・発展に加え，ワイルド＆ワイズ共
学教育受入れプログラム事業によるチェンマイ大学エネルギー科学インターンシップ・
プログラムおよびウィンターセミナーが計画されており，これまでのノウハウを活か
して，留学生短期受入プログラムの継続実施とそれに基づく国際交流の一層の発展が
望まれる．さらに，IESC を利用した JICAイノベーティブ・アジア事業への参画を
申し出ており，結果によっては修士・博士後期課程学生の獲得への貢献のほか，本年
度に協定を締結したベルリン工科大学との学生交流も期待される．

〈将来構想委員会〉
6.1 にも述べたが，今年度から実施される「評価指標達成促進経費」については貢
献度と増加率の双方が求められ，前者については小さな部局には大きな数値は得られ
にくく，逆に後者は有利であることから，今後の取り組みとして年度ごとに重点項目
を定め着実に実施していくことも重要であると考えられる．
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E．学位授与一覧

表E.1 平成 28 年度博士号授与
専
攻 氏名 区

分 論文題目 調査委員
（主査） 調査委員 調査委員 備

考

社
環 Aretha Aprilia 課

程

Household Solid Waste Management
in Jakarta, Indonesia - Evaluation on
Human Behaviour, Economy and
GHG emission
（インドネシア国ジャカルタ市にお
ける家庭ごみ処理に関する研究－人
間行動,経済及び温室効果ガス排出
量の視点からの評価）

手塚哲央 石原慶一 杉万俊夫

基
礎 神庭圭佑 課

程

Development of real-time NMR
monitoring method and
elucidation of the deamination
mechanism of APOBEC3G
（リアルタイムNMRモニタリング
法の開発及びAPOBEC3G の脱アミ
ノ化機構の解明）

片平正人 森井 孝 木下正弘

変
換 山下誠二 論

文
低炭素社会に向けた水素エネルギー
チェーン構築に関する研究 塩路昌宏 石山 拓二 石原慶一

社
環
Jordi Cravioto
Caballero

課
程

Holistic assessments of the linkage
between well-being and energy
use : studies on the Mexican case
（福祉とエネルギーの関係に関する
評価 : メキシコを例として）

石原慶一 宇根﨑博信 Benjamin
McLellan

社
環
Andrew John
Chapman

課
程

A Framework for Energy Policy
Evaluation and Improvement
Incorporating Quantified Social Equity
（社会的平等性の定量評価を含むエ
ネルギー政策評価・改善の枠組構築）

手塚哲央 宇根﨑博信 Benjamin
McLellan

社
環
Jeffrey B.
Kucharski

課
程

Energy security in Japan in the
context of a planned energy system
transition
（エネルギーシステム改革の観点か
らみた日本のエネルギーセキュリ
ティーに関する研究）

宇根﨑博信 石原慶一 手塚哲央

基
礎 FENGWU 課

程

Study of laser propagation and
soliton formation in strongly
magnetized plasmas
（強磁化プラズマ中でのレーザー伝
播とソリトン形成に関する研究）

岸本泰明 中村祐司 田中 仁

変
換 田中大樹 課

程

ガスエンジンにおける自着火過程に
対する燃料性状の影響と着火制御に
関する研究

石山拓二 塩路昌宏 今谷勝次

社
環 福留明日香 課

程

VAPOR-PHASE REACTION AND
ITS ROLE IN CELLULOSE
GASIFICATION
（セルロースガス化における気相反
応とその役割）

坂 志朗 高野俊幸 河本晴雄

社
環 Niken Prilandita 課

程

Evaluation Framework for
Autonomous Decision-Making
Performance in Energy and
Environmental Innovations
（新エネルギー環境技術導入に関わ
る自律的意思決定効果の評価の枠組
に関する研究）

手塚哲央 下田 宏 Benjamin
McLellan
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専攻略称 社環：エネルギー社会・環境科学専攻，基礎：エネルギー基礎科学専攻，
変換：エネルギー変換科学専攻，応用：エネルギー応用科学専攻

社
環 髙田昌嗣 課

程

DECOMPOSITION BEHAVIORS
OF LIGNIN IN HYDROTHERMAL
TREATMENT OF
LIGNOCELLULOSICS
（水熱処理によるリグノセルロース
でのリグニンの分解挙動）

坂 志朗 高部圭司 河本晴雄

社
環
NGUYEN VAN
DUNG

課
程

ADVANCEDBIOETHANOL
PRODUCTIONFROMNIPA PALM
SAPVIAACETICACID
FERMENTATION
（ニッパヤシ汁液からの酢酸発酵に
よる先進バイオエタノール生産）

坂 志朗 梅澤俊明 河本晴雄

社
環 Kim Jungryang 課

程

Synthesis, thermal stability and
electrochemical behavior of lithium
boron nitride intercalation compounds
（リチウム窒化ホウ素層間化合物の合
成と熱安定性および電気化学的挙動）

石原慶一 野平俊之 奥村英之

社
環 洲上唯一 課

程

ALTERNATIVE DIESELS FROM
PLANT OILS AND THEIR
EVALUATION OF FUEL
PROPERTIES
（植物油からの軽油代替燃料と燃料
特性評価）

坂 志朗 塩路昌宏 河本晴雄

基
礎 大谷芳明 課

程

ヘリカル型閉じ込め装置におけるイ
オン種の違いが粒子輸送に与える影
響に関する研究

水内 亨 長﨑百伸 南 貴司

基
礎 村上翔太 課

程

Theoretical Prediction of Changes
in Protein Structural Stability upon
Cosolvent or Salt Addition and
Amino-acid Mutation
（共溶媒や塩の添加およびアミノ酸
置換に伴う蛋白質立体構造安定性変
化の理論的予測）

木下正弘 森井 孝 片平正人

基
礎 田村友樹 課

程

Functionalization of
ribonucleopeptide receptors for
sensing and catalytic activities
（リボヌクレオペプチドリセプター
に対するセンシング能や触媒活性の
付与）

森井 孝 木下正弘 片平正人

基
礎 山中正朗 課

程

Effective Delayed Neutron Fraction
in Subcritical States
（未臨界体系における実効遅発中性
子割合に関する研究）

三澤 毅 宇根﨑博信 卞 哲浩

変
換
Eva
HASENHUETL

課
程

Orientation Dependence of
Hardening and Microstructural
Evolution in Ion-irradiated
Tungsten Single Crystal
（タングステン単結晶におけるイオ
ン照射硬化および微細組織発達の方
位依存性）

木村晃彦 星出敏彦 今谷勝次
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エネルギー社会・環境科学専攻

表E.2 平成 28 年度修士号授与

氏 名 論文題目 指導教員

浅野 真矢 マレーシアにおける PM2.5 性状の年間変動と発生源の位置情
報を考慮した発生源解析 東野 達

枝松 俊吾 水素エネルギーのサプライチェーンにおけるクリティカルメ
タルの研究 手塚 哲央

遠藤 竜太 多視点裸眼立体視ディスプレイ LuminantCube の表示性能向上 下田 宏
大澤 貴弘 Agと La を添加したCaTiO3 の光触媒特性 石原 慶一
加藤 智瑛 ZnFe2O4/BiVO4 による光触媒CO2 還元 石原 慶一

木村 太郎 環境再構成モデルによるレンダリング画像を利用したリロー
カリゼーション手法の開発 下田 宏

齊藤 亮祐 混合培養系による固体リグノセルロース系基質の酢酸発酵 坂 志朗
坂上 瑛亮 再生可能エネルギー電源のみで構成された電力市場の制度設計 手塚 哲央
下中 尚忠 集中の深さに着目した知的生産性の定量的評価 下田 宏

杉田 耕介 執務環境と休憩環境の統合温熱制御が知的集中へ及ぼす影響
の実験研究 下田 宏

髙岡 諒 酢酸塩からの酢酸回収におけるエネルギー投入量及びCO2
排出量の評価 坂 志朗

田中 大貴 高密度強震観測記録に基づく地震動空間変動の経時変化と原
子炉建屋基礎応答 釜江 克宏

津江 晃史郎 インドのスマートシティにおける水・エネルギー需給システ
ムの設計と評価 手塚 哲央

塚本 尚 希少金属資源採掘量の増加がもたらす社会的持続可能性への
影響評価 東野 達

富島 翔太 軟弱な地盤構造を考慮した和歌山市を中心とする地震動評価
と被害想定 釜江 克宏

畑 奬 震災予測データを用いた経済・環境分析用産業連関モデルの
構築と分析－南海トラフ巨大地震への適用－ 東野 達

藤本 俊平 グロー放電プラズマによるリグノセルロースの分解挙動 坂 志朗

山西 凌平 ファジィ理論に基づく我が国のエネルギーセキュリティの定
量的分析 宇根﨑 博信

吉冨 慎一郎 固液平衡式によるバイオディーゼルモデル燃料の低温特性の予測 坂 志朗

DULE 鉱物エアロゾル上におけるフェナントレンとオゾンとの反応
による 9,10－フェナントレンキノンの二次生成 東野 達

光斎 翔貴 Comprehensive study on energy security of nuclear power
（原子力のエネルギーセキュリティーに関する包括的研究） 宇根﨑 博信

小西 寛生 流通式反応器を用いた酢酸水溶液からの直接エタノール生産 坂 志朗
酒井 将暉 福島第一原子力発電所事故をめぐるメディア言説の日米比較 杉万 俊夫

ASIF
AUNILLAH

Green Gasoline Production from Oleic Acid by Oxidation
Cleavage and Decarboxylation（オレイン酸の酸化解裂及び
脱炭酸によるグリーンガソリン生産）

坂 志朗

CATUR BUDI
KURNIADI

The effect of energy subsidies on households’ energy
consumption in Indonesia（インドネシアの家庭部門エネル
ギー消費量への補助金の影響）

手塚 哲央

NIU RUI
Hydrothermal Treatment on Corn（Zea mays）Cob for
Bioethanol Production（バイオエタノール生産のためのトウ
モロコシ（Zea mays）穂軸の水熱処理）

坂 志朗

RAZANA
HUSNI

Content Specific Information Display to Induce Informal
Communication Leading to Informal Learning（インフォーマ
ル学習に繋がる雑談を誘発する情報制御ディスプレイ）

下田 宏
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エネルギー基礎科学専攻
氏 名 論文題目 指導教員

安達 友也 有機－無機ハイブリッド太陽電池用 ZnS-AgInS2 量子ドット
のバンドギャップ制御 佐川 尚

飯村 幹 ヘリオトロン J高密度プラズマにおけるプラズマ周辺発光分
布の高速カメラを用いた特性解析 水内 亨

池内 智史 アントラセン誘導体含有電界紡糸ファイバーの作製とその特
異的な蛍光挙動の顕微鏡観察 佐川 尚

伊藤 誠人 KUCA固体減速架台における反応度評価の不確かさ低減に
関する研究 三澤 毅

井戸 彬文 溶融CaCl2 中における液体 Zn陰極上での SiO2 電解還元を用
いた新規太陽電池級 Si 製造法 萩原 理加

稲富 良太 プール体系における液体金属二相流の流動特性 齊藤 泰司
井上 貴弘 室温溶融塩中での金属フッ化物の電気分解によるフッ素ガス製造 萩原 理加

上山 優季 木材腐朽菌が産生するリグニン・セルロース分解酵素の発現
と活性の解析 片平 正人

荻野 隆博 膜タンパク質の立体構造安定性を記述できる自由エネルギー
関数の構築 木下 正弘

小澤 駿介 転写抑制蛋白質TLSと非コードRNAの相互作用のNMR
法による解析 片平 正人

鍛治 宗騎 PbWO4 系および CaWO4 系酸化物イオン伝導体の高温中性
子回折 高井 茂臣

門脇 遥奈 溶融CaCl2 中における固体Al2O3 の電解還元 坂口 浩司

河原田 俊秀 軟X線吸収法を用いたマイクロ波球状トカマクプラズマの
電子温度の推定 田中 仁

城所 泰孝 アパタイト核処理によるチタン合金及びジルコニウムへの生
体活性の付与とアパタイト形成能の評価 高井 茂臣

國分 大 ヘリオトロン Jにおける高速イオン励起MHD不安定性に伴
う密度揺動分布のビーム放射分光計測 水内 亨

古瀬 佑志朗 木材腐朽菌の代謝物とリグニンモデル化合物の相互作用解析 片平 正人
佐伯 一麦 易水溶性KF-KCl 溶融塩中からの高結晶性シリコン膜電析 萩原 理加

白波瀬 一貴 ヘリオトロン Jにおける真空紫外分光システムのための検出
器光学系評価に関する研究 門 信一郎

髙松 恭平 マイクロ波球状トーラスプラズマにおける損失高速電子観察
のためのX線ピンホールカメラの開発 田中 仁

武内 あづ彩 有機薄膜太陽電池用金属酸化物ナノ構造体の作製と光電変換
特性評価 佐川 尚

竹本 亮太 中赤外自由電子レーザーによるペロブスカイト構造半導体に
おける選択的格子振動励起の実証 佐川 尚

田嶋 竣介 蛍光タンパク質を基本骨格とした一酸化窒素センサーの構築 森井 孝
田和 佳修 メカノケミカル処理を行った LiMn2O4 正極材料の緩和解析 高井 茂臣

多和田 斉興 ヘリオトロン Jにおけるシンチレータ型損失高速イオンプ
ローブの開発 岡田 浩之

永島 小雪 アニオン性多糖－カチオン性蛍光色素複合体の光学特性評価 佐川 尚

西脇 絵里沙 リチウム二次電池用電解質としての Li[FSA][[C2C1im][FSA]
二元系イオン液体の物性と電気化学特性 萩原 理加

野﨑 勇樹 ヘリオトロン Jにおける密度計測用干渉計に用いるHCN
レーザーの高出力化を目指した研究 水内 亨

法川 勇太郎 溶融KF[KCl を用いた金属チタン膜の新規電析法 野平 俊之
濱田 光司 TFSA系中温溶融塩中における Li4Ti5O12 負極の充放電特性 萩原 理加
濵中 幸太 トカマクプラズマにおける内部キンクモードと分岐MHD平衡 中村 祐司

伏谷 亮祐 NMR法による生細胞中および細胞破砕液中における核酸構
造の解析 片平 正人
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エネルギー変換科学専攻

星野 新 CdTe 検出器を用いた電子バーンスタイン波駆動高速電子の
X線波高分析システムの構築 田中 仁

本多 大輝 マイクロ波球状トーラスプラズマにおける重イオンビームプ
ローブを用いた空間電位多点計測法の開発 田中 仁

松下 健太郎 ヘリオトロン Jにおけるモーメント法を用いた新古典輸送解析 中村 祐司
松田 知朗 蛋白質－RNA結合のメカニズムの解明に向けた統計熱力学解析 木下 正弘
松永 孝彦 親油性薬剤内包アパタイトカプセルの開発および放出挙動の評価 高井 茂臣
松山 顕也 トーラスプラズマに対するMHD平衡計算コードの開発 中村 祐司

三橋 和史 高濃度Naイオンを有するFSA系イオン液体電解質を用い
たNa二次電池 萩原 理加

望月 聡一郎 ヘリオトロン Jにおける高密度プラズマの電子密度分布・電
子温度分布特性の研究 水内 亨

八木 雄太郎 アニオンキャッピングした ZnS-AgInS2 ナノ粒子を用いた太
陽電池の光電変換特性 佐川 尚

山田 圭介 スピネル型構造を持つ 5V級リチウムイオン二次電池正極材
料の緩和解析 高井 茂臣

吉田 練太朗 トロイダルジャイロ運動論コードにおける運動論的電子モデ
ルの実装と微視的不安定性解析への適用 岸本 泰明

渡辺 大輔 マイクロ波球状トーラスプラズマにおける磁場スパイクに伴
うプラズマ噴出現象の研究 田中 仁

Liao, Yun-Wen
Phase Transition Phenomena of Bismuth and Barium
Substituted La2Mo2O9 after Annealing（アニールを施したビ
スマスおよびバリウム置換 La2Mo2O9 の相転移現象）

高井 茂臣

齋藤 樹 大規模並列計算に向けた電磁粒子コードの最適化とレーザー
と物質の相互作用シミュレーションへの応用 岸本 泰明

永峰 碧 酸化亜鉛及びスズドープ酸化インジウムナノ構造体を用いた
有機薄膜太陽電池の光マネジメント 佐川 尚

村川 賢太郎 Sb2Se3 を用いた無機－有機ハイブリッド太陽電池の作製と評価 佐川 尚

氏 名 論文題目 指導教員
荒東 大祐 多結晶材料における表面粗面化と微視的変形の計測 今谷 勝次
石井 大 火花点火機関における燃焼変動に及ぼす流動の影響 塩路 昌宏

今西 良太 天然ガス火花点火燃焼における副室仕様の選択と多段噴射
ディーゼル燃焼の可視化に関する研究 石山 拓二

大西 淳平 アレイ型磁気センサとニューラルネットワークを用いた漏洩
磁束探傷システムの開発 今谷 勝次

小川 昂寛 天然ガスDDF燃焼に及ぼす軽油噴射および混合気条件の影響 塩路 昌宏

加藤 大輝 パイロット噴射の制御による天然ガスデュアルフュエル過給
機関の燃焼改善に関する研究 石山 拓二

金井 大弥 低放射化フェライト鋼のイオン照射硬化・微細組織相関に関
する研究 木村 晃彦

桑原 洋樹 燃料噴射パターンの可変範囲拡大によるディーゼル機関の燃
焼改善に関する研究 石山 拓二

小前 淳 ディーゼル噴霧における壁面衝突過程の LES解析 塩路 昌宏
坂根 海志 医療応用に向けた核融合中性子源の電極上重水素吸着効果の研究 小西 哲之

杉山 大志 体積中性子源による核融合原型炉領域の中性子輸送挙動実験
体系の研究 小西 哲之

杉山 亮太 流路内におけるディーゼル噴霧の発達に関する研究 塩路 昌宏

冨本 雄介 SUS304 鋼の磁気特性に対する変形誘起マルテンサイト相の
構造の影響 今谷 勝次

西浦 健斗 電気伝導率ベクトル推定システムの精度および正確度改善と
適用条件の検討 今谷 勝次
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エネルギー応用科学専攻

西尾 祐樹 モデル化した中炭素鋼微視組織における疲労き裂成長解析お
よび寿命評価 星出 敏彦

丹羽 滉生 定容容器内の火炎伝播燃焼に伴う壁面熱流束変化に関する研究 塩路 昌宏

宮原 志郎 セラミックス薄膜被覆ガラスの疲労寿命特性に対する保証試
験の効果 星出 敏彦

守田 健一 LaB6 および CeB6 光陰極の陰極温度・照射レーザー波長特性
の計測とモデリングに関する研究 長﨑 百伸

山田 晃生 ヘリオトロン Jにおける電子密度揺動径方向相関計測のため
のKaバンドマイクロ波反射計の改良 長﨑 百伸

山田 晃平 磁気音弾性法を利用した表面 SH波による単軸および二軸表
面応力評価 今谷 勝次

DAGBEDE
TCHEDESSOU
MARCEL

張力準安定流体中性子検出器を用いた閾値エネルギ―中性子
解析法による高濃縮ウランの検知実験 長﨑 百伸

NUTCHAPHOL
INKLIN

Improvement of 70 GHz ECRH/ECCD system in Heliotron J
（Heliotron J における 70GHz ECRH/ECCDシステムの改良） 長﨑 百伸

BAO
ZHICHAO

Fundamental Study on Characteristics of a Diesel Spray
with Small-quantity Injection（少量噴射におけるディーゼル
噴霧の特性に関する基礎研究）

石山 拓二

JEZREEL
BORLONGAN
MAGBANUA

Feasibility of Biogas Using a Diesel Generator at DDF
Operation（ディーゼル発電機によるバイオガスDDF運転の
可能性）

塩路 昌宏

MARIA
BELEN
MARTINEZ
PAVETTI

A COMPUTATIONALMODEL FORDYNAMIC ANALYSIS
OF RANDOM SKELETAL STRUCTURES（ランダムな骨格
構造体の動的解析のための計算力学モデル）

今谷 勝次

DANIEL
GEOFFREY
MORRALL

Effects of Helium Ion Implantation on Fullerene Films
Deposited on ODS Steel Substrates（ODS鋼基板に蒸着させ
たフラーレンに及ぼすヘリウムイオン注入の影響）

木村 晃彦

宮崎 夏実 多孔質アルミナの静的強度特性の評価とそのシミュレーショ
ン解析 星出 敏彦

氏 名 論文題目 指導教員

浅田 知輝 マイクロ/ナノポーラス材料を用いた水中の希薄な有機物の
除去に関する基礎的研究 馬渕 守

芦田 昌祥
Hydrodynamics and Heat Transfer Characteristics of Oil-in-
Water Emulsion Drops Impinging on a Hot Stainless Steel
Sheet（高温ステンレス鋼板に衝突するO/Wエマルション液
滴の変形挙動および熱伝達特性）

宅田 裕彦

井上 大輔 模擬電力系統を用いた微小擾乱注入手法による動的負荷モデ
リング 白井 康之

宇井 賢 太陽電池応用に向けた超音波噴霧法によるCH3NH3PbI3 およ
び各種電荷輸送層の成膜に関する研究 平藤 哲司

宇都 裕貴 金属および高分子薄膜へのレーザー照射によるナノ構造化 中嶋 隆

飼沼 徹 液体水素浸漬冷却におけるMgB2 超電導線材の臨界電流特性・
常電導伝搬特性 白井 康之

桂山 翼 KU-FEL を用いた 6H-SiC の和周波要素分離による選択的格
子振動励起の観測 大垣 英明

河合 俊和 ミストCVD法を用いたCu2O 薄膜の作製 平藤 哲司

喜多村 康平 電磁鋼板を基材としたYBa2Cu3O7 超伝導線材における中間
層構造の最適化 土井 俊哉

木下 陽介 マイクロポーラスポリマーを用いた天然ガス資源の回収と分離 馬渕 守

形部 聖 Al/Ni-W電析積層膜の熱処理によるAl-Ni-W合金層の形成
およびその耐熱性の評価 平藤 哲司
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小橋 庸平
High strengthening by nano-anchor effect in aluminum sheet
layers fabricated by copper electroplating（銅めっきによっ
て作製されたアルミニウム積層材のナノアンカー効果による
高強度化）

馬渕 守

坂本 祐作 製鋼工程における蛍石代替材料としての天然鉱石Nepheline
syenite の熱化学的特性 平藤 哲司

嵜村 麻子 Al-W合金膜の熱処理および電気化学エッチングによるナノ
ポーラスタングステン層の形成 平藤 哲司

下田 佑太郎 MgB2 超伝導薄膜の高臨界電流密度化およびCuテープを用
いた線材化の検討 土井 俊哉

鈴木 智貴 Time-dependent springback of various sheet metals（種々の
金属板のスプリングバック時間依存性） 宅田 裕彦

龍田 星奈 Mechanism of the antibacterial activity of nanoporous Au（ナ
ノポーラス金の抗菌機構） 馬渕 守

玉嶋 愛美
Improvement of Recovery Characteristics of GdBCO tape with
Several Surface Conditions for Resistive Superconducting
Fault Current Limiter（抵抗形超電導限流器を目的とした
GdBCO線材の表面状態改変による復帰特性の向上）

白井 康之

西岡 寛広 双晶組織を含む希土類系高温超伝導物質の磁気異方性の向上
及び二軸磁場配向 土井 俊哉

長谷川 勇介 単層遷移金属ダイカルコゲナイドの励起子光物性 松田 一成
東野 昭太 電析Al-W合金膜の高W含有率化およびアノード酸化 平藤 哲司

藤﨑 悠介
Deformation behavior in two-step loading of a commercially
pure titanium sheet（二段階負荷を受ける純チタン板の変形
挙動）

宅田 裕彦

藤原 克真 低塩基度脱リンスラグの相平衡関係および脱リン能に及ぼす
耐火物成分MgOの影響 平藤 哲司

松儀 亮太 CaO-SiO2-P2O5-FeO系脱リンスラグの成分活量測定と平衡リ
ン分配比の検討 平藤 哲司

松嶋 悠太 Microbubble Flotation of Bacteria（菌のマイクロバブル浮選） 馬渕 守

三輪 太志
Three-dimensional simulation of a water droplet impacting
on a hot surface in film boiling region（膜沸騰領域の高温固体
面に衝突する液滴の三次元数値解析）

宅田 裕彦

向 麻理子 REBCO線材を使用した変圧器磁気遮蔽型超電導限流器の限
流特性 白井 康之

森 康平 消化液活用に係る難分解性有機物に対する熱・アルカリ前処
理がメタン発酵に及ぼす影響 馬渕 守

森澤 建太
Cooling characteristics of moving hot plate by impingement
of upward jet（高温移動平板下面へ衝突する吹上噴流の冷却
特性）

宅田 裕彦

森村 岳雄 配向Cuテープを基材としたYBa2Cu3O7 超伝導線材に適する
Ti 酸化物系導電性中間層の開発及びその安定化効果 土井 俊哉

谷内田 貴行 高安定電源システムを用いた電流制御による高温超電導
MRI マグネットの磁場安定度向上 白井 康之

柳川 翔平 BN粒子分散 SiC 複合材料の開発 松田 一成

渡邉 翔太
The influence of properties of rock and viscosity of
fracturing fluid in hydraulic fracture patterns in shales（水圧
破砕により頁岩中に造成される亀裂の伸展パターンに与える
岩石物性と破砕流体粘度の影響）

馬渕 守

渡辺 勇一郎 ミストCVD法を用いたCu2ZnSnS4 薄膜の作製 平藤 哲司
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